
「地域の面的再生への積極的な参画」の事例（全56事例）

銀行名 事例名 頁

北海道銀行 「まちおこし」「地域活性化」に対するサポート・アドバイスの実施 1

青森銀行 （１）地場産業の育成支援（２）行政・大学との連携強化 2

青森銀行
（１）地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化（２）コンサルティング機能の強化（３）インキュベー
ション・マネージャーの養成

5

東北銀行 着地型観光ビジネスの取組み 7

七十七銀行 自動車関連産業を中心とした進出企業および関連地元企業等への支援強化 9

七十七銀行 アグリビジネスへの取組み強化 10

七十七銀行 国内外におけるビジネス商談会の開催 11

北都銀行 地域と連携した地域活性化への取組み 12

北都銀行 ビジネス商談会の開催 13

荘内銀行 「庄内価値開発研究会」第2ステージ 14

山形銀行 ＜やまぎん＞アグリイノベーションサポート（農業革新支援）～アグリビジネス商談会の開催と「若手農業者の会」設立～ 15

東邦銀行 地域の「面」的再生・地域活性化の取組み強化のための「地域再生ファンド」の創設・活用 16

筑波銀行 産学官との連携強化 17

筑波銀行 経営相談強化・ビジネスマッチング 18

筑波銀行 事業再生支援活動と外部連携強化 19

足利銀行 新たな産学官金連携への取組み 20

千葉銀行 ビジネスマッチング商談会の実施 22

千葉銀行 地域のＰＦＩ案件への積極的な関与 24

千葉銀行 地元大学と連携した外国人観光客向けサービスの向上 25

千葉興業銀行 展示即売商談会「千産千商2010」の開催 26

東京都民銀行 ＣＳＲ活動の一環による環境配慮型定期預金「東京緑の定期」の取扱い 27

東京都民銀行 ＣＳＲ活動の一環による環境配慮型定期預金「花粉の少ない森づくり定期」の取扱い 28

東京都民銀行 ＣＳＲ活動の一環による環境配慮型定期預金「ＥＣＯＤＯＭＯ定期預金」の取扱い 29

第四銀行 県内観光地の活性化に向けた支援活動 30

八十二銀行 「信州再生支援ネットワーク会議」の設立 31

北陸銀行 大学等との連携強化 32

富山銀行 ＴＢＣ次世代経営塾”ＴＨＥ　ＮＥＸＴ”発足 33

富山銀行 当行職員常駐派遣による富山大学との連携強化 35

北國銀行 いしかわ産業化資源活用推進ファンドを活用した事業支援 37

大垣共立銀行 地方銀行連携『地方からの贈り物』プロジェクト 39

大垣共立銀行 航空機産業への参入支援 41

十六銀行 産官学連携事業による地域貢献活動 43

十六銀行 産官学連携のコーディネート 44

静岡銀行 中心市街地活性化（面的再生）支援への取組み 45

滋賀銀行
「環境ビジネス」に特化したビジネスマッチングの取り組み（「ネットワークのしがぎん」「ＣＳＲのしがぎん」に関する
取り組み）

46

京都銀行 観光産業活性化に資する当行独自の取組み 48

池田泉州銀行 Ａ地公体の地域起こしのサポート 49

南都銀行 林業等の地域産業活性化および森林や地球環境の保全をめざすプロジェクト（「YOSHINO Heartプロジェクト」）の支援 50

山陰合同銀行 境港の豊富な魚種と鮮度の強みを活かした地域ブランド化の推進 52

山陰合同銀行 経営統合によるスキー場運営事業の一体再生 54

中国銀行 ビジネスマッチングへの取組み 56

広島銀行 「瀬戸内　海の道構想」（広島県）の構想策定支援の取組み 57

阿波銀行 環境に配慮した『循環型農業』実現への貢献 59

阿波銀行 とくしまマルシェ 62

百十四銀行 産学官金連携による地域社会への提言 65

伊予銀行 「ものづくり企業支援体制」の構築 67

四国銀行 「高知県産業振興計画」との包括協定に基づく取組み 71

福岡銀行 地域完結型ＰＰＰに向けた取組（ＰＰＰプラットフォームの設立） 72

十八銀行 長崎地域の「産学官・広域連携」による水産練り製品ブランド化事業 73

親和銀行
「フード・アグリアイランド九州2010」「長崎・佐世保・雲仙　こだわり食材商談会」「長崎・佐世保・雲仙　ゆめ市場
キトラスフェア」の主催・共催・後援

75

肥後銀行 観光宿泊業の業態転換による収益性改善支援 83

宮崎銀行 自然災害からの復興に向けた取組み 84

宮崎銀行 医業分野の継続的な取組み 87

宮崎銀行 農業分野への継続的な取組み 90

鹿児島銀行 「アグリクラスター構想」推進による地域活性化推進 93

沖縄銀行 「第１回おきぎん美ら島商談会」～沖縄の食を全国・アジアに！～ 94

m-mekata
タイプライターテキスト
※１つの事例が複数の分野に掲載されている場合があります。



「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北海道銀行） 

タイトル 「まちおこし」「地域活性化」に対するサポート・アドバイスの実施 

動機（経緯） 

広尾町（指定金先）で「食」を通じた町づくりを目指す動きを当行広尾支店でキャッ

チ。当行本部で地域の強みを生かした地域ブランドづくりに参画し、新・ご当地グル

メの仕掛け人であるＡ氏を広尾町に紹介し、「地域ブランドづくりセミナーⅰn 広尾」

開催（参加 100 名）を契機に「まちおこし」を実現。 

取組み内容 

・当行と広尾町三セクと協賛でＢ氏（元首都圏の大手百貨店バイヤー）を講師に「食

の相談会」開催。地元水産加工業者に製品づくりについて助言。 

・首都圏の大手百貨店の北海道物産展に広尾町初参加。広尾特産の海の幸を販売。広

尾町長とともに、当行支店長も販売応援。 

・当行広尾支店長が、地元十勝神社に「勝守（かちまもり）」に縁起のいい「吉（き

ち）」と「十勝（とかち）」で「きっと勝つ」と語呂合わせで「吉十勝守（きっとかつ）」

を提案し製作。地元だけでなく札幌や東京等で反響呼ぶ。 

・関西圏の大手百貨店のバイヤーを当行広尾支店に招き「食の相談会」を開催。町内

の 6 社に助言。来年 1 月、関西圏の大手百貨店の北海道物産展に広尾振興公社が初参

加決定。 

・広尾町観光協会では、「吉十勝（きっとかつ）」シールを作成。観光振興の話題づく

りのために「地域ブランド化」へ。その後、日本酒やストラップ・Ｔシャツ等「吉十

勝（きっとかつ）」をあしらった商品化へ。 

成果（効果） 

・地域の再生に向けて、ニーズを聞き取り、具体的なアクションプランを考えること

により、地域に動機付けを与え、地域とともに行動し、「地域ブランド」構築に寄与

した。 

・十勝神社では、お守りの売上個数が、前年対比 1000 個増加。口コミにより「勝負

事」「合格祈願」等販売拡大している。 

・地元企業に対しては、道外バイヤーを紹介することにより、新しい販路先の拡大に

成功した。又、バイヤーから首都圏・関西圏の販路拡大に向けた商品開発のアドバイ

スを地元企業にしていただいた。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 
             （銀行名 青森銀行） 

タイトル 
（１）地場産業の育成支援 

（２）行政・大学との連携強化 

動機（経緯） 
（１）アグリ分野への取り組み強化 

（２）地域においてポテンシャルの高い分野への支援体制確立 

取組み内容 

【概要】 

（１）農業者向け資金供給機能強化 

（２）食関連業者向け販路拡大支援 

（３）再生可能エネルギーに関する行政との情報交換 

【具体的取組み内容】 

（１）本部渉外による農業者向け提案型営業の実施 

（２）ＮＲＥ（ＪＲ東日本グループ）との個別商談会開催 

（３）地方銀行フードセレクション２０１０への参加 

（４）行政機関、大学等との再生可能エネルギーに関する勉強会開催 

成果（効果） 

（１）農業者向け資金供給機能強化については、平成２１年１０月１日発

売のあおぎん農業ローン「アグリパートナー」が２２年度実績５３

件/２６６百万円の実績となる。 

（２）北東北３行ビジネス商談会をＮＲＥを含め５回の個別商談会を開

催。また、地方銀行フードセレクション２０１０についても参加（参

加企業１０社）し、食産業における販路拡大支援実施。 
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地域全体の活性化、持続的な成長を視野に入れた、同時的・一体的な「面」的再生への取組み

地場産業の育成支援 ～ビジネスマッチング～

【地場産業の育成支援】
当行では、地場産業の育成として北東北３行合同ビジネス商談会「Ｎｅｔｂｉｘ」や海外販路開拓セミナーを開催
し、地域企業の国内外への販路開拓支援を行うことで、ビジネスマッチング業務の展開を推進しております。
また、農業者向け専担チームであるアグリパートナーチームを設置し、本部渉外による提案型営業やお客さま向け
セミナーを行いお客さまとのリレーション強化を図っております。

開催月 バイヤー企業

22年5月 ㈱日本レストランエンタプライズ

（ＪＲ車内販売）

22年7月 ㈱タカヤナギ

（スーパーマーケット）

22年7月 ㈱ローソン

（コンビニエンスストア）

22年11月 イオンＳｕＣ㈱

（スーパーマーケット）

23年2月 ㈱ドゥマン

（オンライングルメストア）

【Ｎｅｔｂｉｘ商談会の開催】
（計５回）
◎商談件数合計２５５件
◎成約件数 ９３件

（２３年３月末現在）

＜平成２２年度の主な取組み内容＞

①ビジネスマッチング機能の強化 ②「アグリパートナーセミナー」の開催

「食」関連企業の事業拡大を支援するた
めに、外部専門家を招いたセミナーを開
催しております。

開催回数 ２回

参加人数 １８６名

地場産業の育成支援①（ビジネスマッチング）
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（１）県内アグリビジネス関連業種・業者間の連携を強化いたします。
（２）農業関連外部機関との連携を強化し、コンサルティング機能を強化いたします。
（３）県内農産物の付加価値連鎖を生む「アグリバリューチェーン」の構築を目指し、各業種の業容拡大を

支援いたします。

地場産業の育成支援 ～アグリビジネスへの取り組み強化～

川 上

支援

川 中 川 下付加
価値

付加
価値

アグリバリューチェーン

異業種からの
参入

生 産 流通・消費

加 工

支 援

青 森 銀 行
【情報提供】【マッチング・コーディネート】【資金支援】

連携

外部組織（行政・大学・県外企業・・・）

青森銀行のアグリビジネス取り組み基本方針

地場産業の育成支援②（アグリ分野への取り組み強化）

連携

連携 連携
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 
             （銀行名 青森銀行） 

タイトル 

（１）地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化 

（２）コンサルティング機能の強化 

（３）インキュベーション・マネージャーの養成 

動機（経緯） 

（１）地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化 

（２）コンサルティング機能の強化 

（３）地域における創業及び新事業の支援を通して地場産業の育成を図る

（４）創業・新事業支援のできる人材の育成 

取組み内容 

【概要】 

（１）地域ファンド（あおもりクリエイトファンド）の活用。 

（２）あおぎん地域産業育成助成金「エンジェル」による助成。 

（３）あおもり農商工連携ファンドによる助成。 

（４）コンサルティング機能の強化による、経営相談・情報提供・商談機

能の拡充。 

（５）行政との連携によるインキュベーション・マネージャー研修へ参加

【具体的取組み内容】 

（１）地域ファンド（あおもりクリエイトファンド）を通じ、成長可能性

を有する企業へ投資する。 

（２）助成先を公募の上、あおぎん地域産業育成助成金を交付し地域産業

の育成支援を図る。 

（３）あおもり農商工連携ファンドを通じ、新事業に取り組む企業・団体

に対し助成金を交付する。 

（４）外部専門家などと連携した、経営相談・情報提供・商談機能の拡充

によるコンサルティング機能の強化を図る。 

（５）日本インキュベーション協会認定資格取得を通じ、創業・新事業に

関するノウハウの蓄積を図る。 

成果（効果） 

（１）あおもりクリエイトファンドにおいては、２２年度１社/５０百万

円の投資を実施。累計８社/８７５百万円の実績となった。 

（２）あおぎん地域産業育成助成金においては、２２年度１社/１百万円

を助成。 

（３）農商工連携ファンドにおいては、２２年度１２先/１９百万円を助

成。累計で２０先/３２．８百万円の実績となった。 

（４）日本インキュベーション協会認定資格試験に２名が合格。 
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創業・新事業支援の強化

当行では、地域ファンド通じて、「成長可能性を有する企業へ出資」や「地場産業の育成支援のための助成」 な
ど、創業・新事業支援の取組みを継続しております。

今後も地域における資金供給面での支援はもとより、地域ファンドや助成金を通じた創業・新事業支援を一層
強化してまいります。

地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化

地域ファンド、助成金を活用した創業・新事業支援の強化

＜平成２２年度の主な取組み内容＞

① あおもりクリエイトファンドの活用

「地域中小企業応援ファンド」のスキームを用いた
全国初の地域ファンドとして平成１９年６月に設立し、
当行も出資参加しております。

③ あおぎん地域産業育成助成金制度

平成２２年度で第１４回を迎えました同制度は、
県内企業における新技術・新製品および新サービ
スの研究開発に必要な資金を助成することを目的
としております。

② 青森農商工連携ファンド
「農商工連携型地域中小企業応援ファンド事業」を

活用し組成したファンドであり、当行も出資参加して
おります。

本ファンドは県内の農商工連携による新商品開発
や販路拡大等の支援のための助成をしております。

平成２２年度実績 １件５０百万円

平成２２年度実績 １２先１９百万円

平成２２年度実績 １社１百万円

④創業・新事業支援融資の実績
（平成２２年度）

件数 １２７件

実行額 ４，７９８百万円
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東北銀行） 

タイトル 着地型観光ビジネスの取組み 

動機（経緯） 

・当行のアグリビジネス支援のため提携しているコンサルティング会社か

 ら、ネットでオプショナルツアーの販売等している業者、観光コンサル

 ティング業者を紹介していただく。 

・地域の観光交流人口増加、並びに生産者や食品メーカーの個人向け販路

 の開拓につながるものとして、取組みを開始。 

取組み内容 

・上記の着地型旅行商品販売業者 H 社と、観光コンサルティング業者 T 社

 と業務提携を締結。 

・これまで観光に取り組んだことのない事業者をサポートするため T 社を

 紹介し、旅行商品を造成する。造成できた商品については H 社の運営す

 るサイトで販売を行う。 

・これらのビジネススキームについての事業説明会を 5 ヵ所で開催し、62

 社に参加いただいた。 

成果（効果） 
・30 社から申込をいただいた。 

・うち 2 社の旅行商品が H 社のサイトで販売された。 
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着地型観光ビジネスの全体像

○最近の観光ニーズ○地域の魅力ある資源
旅 金 自然に触れたい

その地の歴史を知りたい

知らない体験をしてみたい

自然 里山 山菜

農村 漁業 酪農 酒造

郷土芸能 祭り 歴史

事業者
観光客

旅行代金支払

日本をよく知りたい

郷土芸能 祭り 歴史

神社仏閣 温泉

観光客
旅行商品販売

情報入手、旅行予約提案

○販売サイト運営
日本全国の体験型プログラムなど東北

情報入手、旅行予約
商品企画サポート紹介依頼

提案

日本全国の体験型プログラムなど
着地型商品の予約が可能。

※１日約3,000件のアクセス
年間ページビューは700万件以上

H社T社
東北
銀行

紹介 商品掲載 年間 万件以
依頼
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル 
自動車関連産業を中心とした進出企業および関連地元企業等への支援強

化 

動機（経緯） 
宮城県への自動車関連産業の集積が加速していることに伴い、進出企業等

に対する支援強化を通じ、地域経済の活性化を図る。 

取組み内容 

・産学官との連携を強化し、進出企業、従業員および関連地元企業との取

引推進を図るため、専担部署を設置し、総合取引を推進。  

・公的支援機関が主催する自動車関連の情報交換会等を紹介し、関連地元

企業の参入およびマッチング支援を実施。 

成果（効果） 

・進出企業に対しては、運転資金や設備資金の支援に加え、移転従業員に

対する相談会の開催や住宅ローン実行等のサポートを行った。 

・地元企業に対しては、産学官の連携により、自動車関連企業に対する資

金支援および参入支援を実施。   

・資金支援 

  自動車関連部品の製造へ本格参入する地元企業に対し、メイン行とし

て先行投資となる設備資金の資金支援を実施。 

 ・参入支援 

  公的支援機関を紹介し、自動車関連企業とのマッチングを実施。現在、

参入方法や投資時期等について検討している。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル アグリビジネスへの取組み強化 

動機（経緯） 

・地域の基幹産業である第１次産業について、他産業との連携により付加

価値を生み出す「第６次産業化」への成長促進のため、販路拡大、資金

供給、ビジネスマッチング等の支援を図る。 

取組み内容 

・当行ホームページ上に「食」に関するビジネスマッチングサイト「＜七

十七＞食材セレクション」を開設。 

・農業法人を営業店・本部が一体となって積極的に訪問し、ニーズ聴取に

より情報を収集。 

・農業経営アドバイザー資格取得による目利き力の向上。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・・運転資金を中心に応需し、農業者に資金調達手段を拡充。 

・・ビジネスマッチング情報の活用、ビジネスマッチングサイトおよび商談 

会への参加促進により販路拡大の機会が増加。 

【当行にとっての成果】 

・新規貸出先数１２先と農業者の資金ニーズに対応。 

・取引先とのリレーション強化に繋がっている。 

・農業経営アドバイザー資格を本部行員１２名が取得 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 七十七銀行） 

タイトル 国内外におけるビジネス商談会の開催 

動機（経緯） 

・銀行の取引先の販路拡大支援が地場産業の振興に繋がるという観点か

ら、他行および自治体と目的を共有し、官民連携によるビジネス商談会

を開催するもの。 

取組み内容 

・「みやぎビジネス商談会」を仙台市にて開催（平成 22 年 6 月、宮城県と

共催） 

・「日中ものづくり商談会＠上海 2010」を中国上海市にて開催（平成 22

年 9 月、地銀および自治体など 26 団体と共催） 

・「地方銀行フードセレクション 2010」を東京都内にて開催（平成 22 年

11 月、地銀 32 行にて共催） 

・「おいしい山形・食材王国みやぎビジネス商談会」を仙台市にて開催（平

成 23 年 1 月、宮城県、山形県、山形銀行、やまがた食産業クラスター

協議会と共催） 

・「食品ビジネス商談会 in 香港」を香港にて開催（平成 23 年 2 月、山形

銀行と共催） 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・実績「ビジネスマッチング情報提供件数」：2,804 件（目標比＋1,304 件）

・食品に関する商談会では農業生産者の参加数が増加するなど裾野の拡が

りが見られ、バイヤーからの評価が向上。 

・多くのバイヤーと個別商談を行うことにより、バイヤーが求める基準の

確認と自社商品のブラッシュアップに必要なアドバイスを受けること

ができるなど、商談会参加者に有益との評価。 

【当行にとっての成果】 

・取引先の販路拡大の機会提供によるリレーション強化および商談成約に

よる運転資金等への対応。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  北都銀行） 

タイトル 地域と連携した地域活性化への取り組み 

動機（経緯） 

・地域の課題に真正面から向き合い、活性化策を具現化すべく当行湯沢支

店が中心となり、湯沢市、商工団体、観光団体、民間企業等のメンバー

で「湯沢市・北都いきいきまちづくり懇話会」を発足。（平成 22 年 1 月）

・地域の課題・解決策や地元の豊富な資源の有効活用等について、さまざ

まな立場の関係者が自由に話し合う場を創出。 

取組み内容 

・地域活性化に向け、定期的に意見交換を実施。 

・秋田県より「秋田を元気にするビジネス応援隊派遣事業」の補助金認定

を受け、コーディネーターを招いて、まちづくりについて議論を展開。

・特産品である「稲庭うどん」を主体とした地場産品の PR イベントを企

画するとともに、特産品や温泉を絡めた着地型の観光事業に関する具体

的な地域経済の活性化策の検討に着手。 

成果（効果） 

・平成 23 年 10 月、地域の名産(ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾘｰﾀﾞｰ)である「稲庭うどん」を活

かし全国の名産うどんを結集するイベント「全国まるごとうどん EXPO 

in 秋田・湯沢」を開催。 

・来場者数は 7 万人に達した。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北都銀行） 

タイトル ビジネス商談会の開催 

動機（経緯） 
・販路拡大・仕入先拡大・提携先募集等の潜在的ニーズを持っている企業

に対し、本業支援の一環として取引先を紹介・斡旋する。 

取組み内容 

・「食の商談会プレセミナー」と称し、当日参加されるバイヤー様を講師

に商談成約率を高めるための「商品のアピール方法」「商談のコツ」を

学ぶ講習会を開催。 

・企業の本業支援であるビジネスマッチングに特化した商談会として 12

回目を迎え、首都圏バイヤーの充実、新しい企画としてコンビニ業界か

らのバイヤー招致。 

成果（効果） 

・第 12 回ビジネス商談会の実績 

・今回の商談件数、成約件数は共に過去最高。 

・業務提携しているカシコン銀行から国際業務担当者を招き、本商談会の

出展企業の視察を実施。 

 平成 21 年度 

（第 11 回） 

平成 22 年度 

（第 12 回） 
比較 

出展企業 65 ブース 73 ブース ＋8 ブース

商談件数 887 件 1,234 件 ＋347 件

商談成立件数 62 件 91 件 ＋29 件
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 荘内銀行） 

タイトル 「庄内価値開発研究会」第 2 ステージ 

動機（経緯） 

平成 22 年 5 月より開始した本会は、雇用の創出、交流人口の拡大を目的

に、当行が事務局となり県内外の若手経営者・有識者を集め、地域の価値

資源とその活用法を議論し、事業へと結びつけることを検討するもの。 

取組み内容 
隔月で研究会を開催(臨時研究会を別途開催)。平成 22 年 7 月には研究報

告会としてシンポジウムを開催し、市民・行政関係者へ向け広く発信。 

成果（効果） 

・シンポジウムの開催 

市民および行政関係者約 150 名が参加。地域の活性化について皆で考え

る場を提供することができた。 

・株式会社出羽庄内地域デザインの設立 

研究会で構築されたビジネスモデルの実践主体として、有志の出資によ

って設立。平成 22 年 9 月には主要事業のひとつである「地域文化情報

誌」を創刊。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名   山形銀行） 

タイトル 
＜やまぎん＞ｱｸﾞﾘｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｻﾎﾟｰﾄ（農業革新支援） 

～ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ商談会の開催と「若手農業者の会」設立～ 

動機（経緯） 

地域産業としての農業の活性化 

※農業の活性化を図るには、販路拡大、農業経営者の育成が急務で 

 あると考えたため。 

取組み内容 

① 「ｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ商談会」開催 

 農業者の最大の課題である「販路拡大」を積極的にｻﾎﾟｰﾄしている。

 目的別にｱｸﾞﾘﾋﾞｼﾞﾈｽ商談会を開催することで、成約率の高い商談の場

を提供している。 

② 「若手農業者の会」設立 

 国内農業の課題のひとつである農業者の育成を目的とした「若手農業

者の会」を設立している。40 歳以下の農業経営者や後継者を対象に、

経営に関する情報交換や異業種交流などの機会を提供している。 

成果（効果） 

① 全国に販売先を持つ通販業者、米卸業者をﾊﾞｲﾔｰとして商談会 2 回

開催した。互いのﾆｰｽﾞに合った先との商談会であり、5 割を超える商

談成約の成果があった。 

② 会員の交流会を 2 回開催した。経営事例発表を行い、会員同士の情

報交換を促すことで、新たなﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの展開が期待される。また、

互いに刺激を受け合い、積極的に販路開拓に乗り出す会員も増加して

いる。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東邦銀行） 

タイトル 
地域の「面」的再生・地域活性化の取組み強化のための「地域再生ファン

ド」の創設・活用。 

動機（経緯） 

事業再生のスピード向上、再生対象先の拡大による地域経済の毀損防止・

活性化、再生ノウハウ・スキルの県内集積といった観点及び民間の「事業

再生ファンド」のニューマネー供給が鈍化している現状を踏まえ、東北初

の官民ファンドを組成。 

取組み内容 

【ファンド概要】 

項　目 内　容
名称 うつくしま未来ファンド
組成日 平成22年5月24日
総額 30億円
当行出資額 9億7百万円
運営者 福島リカバリ㈱

当行・福島リカバリ・中小企業基盤整備機構・福島銀行・大東銀行

福島信金・白河信金・須賀川信金・ひまわり信金

福島縣商工信組・いわき信組・相双信組・福島県信用保証協会

その他参加機関

 
【その他取組み内容】 

「ふくしま再生支援ネットワーク会議」の設立 

オール福島での支援体制を確立すべく、ファンド組成の流れを生かし 

平成 22 年 11 月に設立した。 

成果（効果） 

1.ファンド：第一号案件は、地域の公共交通インフラ維持を目的として、

当行メイン先の地方バス会社に対する社債引受１５０百万

円を平成２２年１２月に実行。 

2．ふくしま再生支援ネットワーク会議 

第一回会議：平成 22 年 11 月に県内金融機関 15 行と福島県信用保証協

会、福島県中小企業再生支援協議会、福島リカバリ参加により開

催。 

第二回会議：平成 23 年 2 月に県内金融機関 13 行と福島県信用保証協会、

福島県中小企業再生支援協議会、福島リカバリ参加により開催。

外部講師を招き実際の事業再生事例を通しノウハウ共有を図る。
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 筑波銀行） 

タイトル 産学官との連携強化 

動機（経緯） 

取引先中小企業の技術開発および新事業の展開を支援するため、産学官

連携を強化し、大学等での研究成果等のシーズと地域中小企業等の技術ニ

ーズとのマッチングをコーディネートする。 

取組み内容 

・産学官連携推進のための体制整備 

ビジネスソリューション室を中心に、調査広報室、公務渉外室が連携し、

筑波研究支援センター、筑波大学リエゾン共同センター、中小企業振興

公社等との関係強化を図る体制を整備した。 

・ビジネス交流会の実施 

平成 22 年 11 月に開催したビジネス交流会に、筑波大学リエゾン共同セ

ンター、筑波研究支援センター、茨城県信用保証協会のブースを設置し、

参加企業との商談を実施した。 

・筑波大学リエゾン共同センターの教授別パンフレットの作成 

取引先企業への筑波大学との産学連携のパンフレット配布だけでは十

分に取引先の潜在ニーズを顕在化することが困難であるとの課題があ

り、その対策として、同大学の教授別の「研究テーマ」「連携したい事

項」「得意分野」等を、筑波大学産学リエゾン共同センターでとりまと

め、パンフレット（一覧表）を作成する。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・ビジネス交流会の商談の実施を通して、取引先のもつ産学官連携に対す

るニーズを産学官連携先が直接的に把握する機会を提供した。 

【当行にとっての成果】 

・ビジネス交流会の商談の実施を通して、取引先のもつ産学官連携に対す

るニーズを顕在化させるとともに、当行取引先に産学官連携に対する認

識を醸成することが出来た。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 筑波銀行） 

タイトル 経営相談機能強化・ビジネスマッチング 

動機（経緯） 

取引先企業とのリレーション強化を図るため、企業間の業務・技術提携

等のビジネスマッチングを行い、ビジネス交流会開催により、新たな販路

拡大・販売促進を図り、取引先企業の成長を支援していく。 

取組み内容 

①経営相談機能の強化 

・調査情報レポートを配信し、対象となりうる企業へ情報提供を行った。

・税理士協同組合との情報交換会及び各支部の例会等への参加。 

・事業承継提案を通じて経営相談を実施。 

②ビジネスマッチング 

・支店からの情報を本部集約し、マッチング対象となりうる企業へ情報提

供を行ない、企業間の商談を行った。 

・平成 22 年度のビジネスマッチング実績は 136 件。 

③平成 22 年度の新たな取組み 

・取引先企業の支援強化を図るため、平成 22 年 6 月より専門部署「ビジ

ネスソリューション室」を発足させた。 

・ビジネス交流会の開催 

平成 22 年 11 月 19 日（金）に筑波銀行本部ビルにてビジネス交流会を

開催した。 

（参加企業 80 社・プレゼン及びブース企業 11 社・商談成立件数 161 件・

継続商談件数 146 件・参加人員 144 名） 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・ビジネス交流会において、商談成立件数 161 件の内、商談成約数が 6 社

となり、交流会時に行なったアンケート結果では、「希望通りの商談・

名刺交換ができた」との回答が 8 割以上となった。 

【当行にとっての成果】 

・ビジネス交流会の開催主旨である「企業間交流の場の提供」をすること

ができ、ビジネスマッチングにより、取引先の支援強化を図ることがで

きた。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 筑波銀行） 

タイトル 事業再生支援活動と外部連携強化 

動機（経緯） 

経済的困窮状態にあるお取引先でも、経営改善意欲が高く自助努力も相

当と認められる先については、事業価値が毀損する前に対応を図る必要が

ある。 

特に震災による直接的又は間接的影響が甚大で、迅速かつ最適な対応を

必要とするケースも多くなってきており、外部専門家との適切な連携も積

極的に活用・強化している。 

取組み内容 

事業価値毀損前の事業再生を実現させるために、日頃のモニタリング活

動は勿論のこと、組織的経営支援体制の一層の強化及び再生スキルの向上

に努めている。 

また、事業再生支援を積極的かつ最適に取組むために、取引先の顧問税

理士や中小企業再生支援協議会等の外部専門家との連携を図りながら、取

引先の状況に応じた最適な改善策を提案している。さらに、実現可能性の

高い抜本的な計画のもとＤＤＳ（デット・デット・スワップ 債務の資本

的劣後ローン）等のスキームを積極的に活用しながら早期事業再生に取組

んでいる。 

特に東北地方太平洋沖地震により直接間接を問わず甚大な影響で事業

継続が困難となっている取引先には資金繰り面を踏まえた迅速で最適な

事業再生を検討・提案していく。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・事業価値が毀損する前に抜本的改善が図られ信用力回復につながる。

【当行にとっての成果】 

・外部専門家連携により、当該事業再生の税務リスクや法令リスク等の

検証を専門家目線で確認できること、当行ノウハウ補完が可能となる

こと。 

・公平な立場で作成された計画に基づく金融調整機能が期待できるこ

と。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 足利銀行） 

タイトル 新たな産学官金連携への取組み 

動機（経緯） 

・21 年 12 月に、地域経済活性化へ向けた取組みとして、当行・野村グル

ープ・栃木県の三者で「地域経済活性化研究会」を組織し、「食と農」

を最初のテーマとして施策の検討を開始。 

取組み内容 

・研究会での検討の結果、22 年 11 月に、当行・野村證券・栃木県・宇都

宮大学による産学官金連携の『「食と農」企業支援プロジェクト』をス

タート。 

・プロジェクトの立ち上げにあたっては、当行取引先にアンケートを実施

し、新商品や新技術などの開発に関して企業が抱える課題を把握。 

・企業の課題解決を支援するため、①大学のシーズ起点ではなく企業のニ

ーズを起点とした研究開発を行い、さらに②開発支援に留まらず、事業

計画策定や販路拡大など事業化に至るまでをサポートするスキームの

構築を目指している。 

・23 年 1 月には、支援企業として 6 社を選定し、宇都宮大学との共同研究

を開始した。 

成果（効果） 

・取引先へのアンケートの実施、支援企業の公募・選定、大学との共同研

究契約締結のサポートなどを通じ、新商品や新技術などの開発に関して

企業が抱える課題を把握することができた。 

・プロジェクト関係者（当行・野村證券・栃木県・宇都宮大学）が定期的

に推進会議を開催し、情報の共有や今後の進め方の検討などを行うこと

により、企業課題に応える新たな産学官金による連携・検討の場を構築

できている。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉銀行） 

タイトル ビジネスマッチング商談会の実施 

動機（経緯） 

地域のリーディングバンクとしてお客さまの経営課題解決のためのソリ

ューションや、質の高いサービスを提供する。 

多様な企業ニーズの中でも、販路開拓や品揃えの充実、商品開発、業務効

率化など、いわゆるビジネスマッチングニーズは非常に多く、地域金融機

関としてこれらのニーズにこたえるべく、企業同士の「出会いの場」とし

て、ビジネスマッチング商談会を開催している。 

取組み内容 

当行では、平成 16 年度よりビジネスマッチング商談会やセミナーを積極

的に実施している。平成 22 年度は、今後成長の見込まれる分野等の商談

会やセミナーを開催した。 

○全国規模の展示商談会への参加 

 「ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ２０１１」 

○地銀共催による広域的な商談会への参加 

 「地方銀行フードセレクション２０１０」 

○地域貢献活動の一環として地元大学と中小企業を結びつけるセミナー

を開催 

 「千葉県２９大学合同就職セミナー２０１０」 

○観光・アグリビジネスに関するセミナーや商談会を開催 

 「第２回千葉県観光ビジネス商談会」 

 「第１回ちばぎん外国人観光客誘致セミナー」 

「ちばぎんアグリ商談会」 

○当行単独による商談会を開催 

大手スーパーのバイヤーとの商談の場を提供する個別商談会を開催 

○「商談会シート」の活用 

  出展者の伝えたい情報とバイヤーの知りたい情報を効率的・効果的に

マッチングさせるため、各種商談会で「商談会シート」を活用 

成果（効果） 

【お客さまにとっての成果】 

各種商談会で、来場するバイヤーとの販路開拓等の商談による売上増加。

セミナーや研修で得た知識習得による経営改善・効率化の実践。 

【当行にとっての成果】 

ビジネスマッチング商談会は当行にとって他行差別化・取引先との信頼関

係構築の強力な武器であり、その取組みを強化することにより取引を拡大

することが出来た。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉銀行） 

タイトル 地域のＰＦＩ案件への積極的な関与 

動機（経緯） 
地域のＰＦＩ案件へ積極的に関与することにより、地域の住民に対する良

質な公共サービスの提供と地域経済活性化に寄与していく。 

取組み内容 

①ＰＦＩ案件の入札に参加する民間企業グループよりアレンジャー指名

を獲得するため、事業内容の精査や民間企業グループに対する入札支援

業務を行う。また、当行をアレンジャーに指名したグループが落札した

場合には、速やかにアレンジャー業務を実施することで、円滑な資金提

供を行う。 

②公共事業にＰＦＩ手法の活用を検討している県内自治体に対しては、Ｐ

ＦＩの仕組みや内容等について周知していく。また、実際に事業計画を

立案している県内自治体担当者との意見交換をもとに事業計画の策定

支援を行い、良質な公共サービスの提供を促進する。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

①下記（当行にとっての成果）の事業において、自治体・国が実施する事

業に資金面で支援したことに加え、民間企業グループの入札支援要請及

び資金調達ニーズに応えた。 

②みどり園改築等ＰＦＩ事業、銚子市学校給食センター整備運営事業に応

札した民間企業グループの入札支援要請に応えた。 

③ＰＦＩ事業を計画している地方自治体に対し、金融機関の立場から見た

ＰＦＩの仕組み等の説明を実施し、各自治体担当者のＰＦＩに関する理

解を高めた。 

【当行にとっての成果】 

① 銚子市立銚子高等学校整備事業、北総浄水場排水処理施設整備更新等

事業、静止地球環境観測衛星の運用等事業について融資契約締結。 

② 佐原広域交流拠点ＰＦＩ事業、衆議院新議員会館整備等事業、参議院

新議員会館整備等事業、千葉市新港学校給食センター整備事業、銚子

市立銚子高等学校整備事業、東京国際空港国際線地区旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙな

ど整備・運営事業、津田沼公務員宿舎整備事業について融資実行。  
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉銀行） 

タイトル 地元大学と連携した外国人観光客向けサービスの向上 

動機（経緯） 

Ａ市商工会では、インバウンド促進の機運が高まる中、外国人観光客にも

っと「日本の味」を楽しんでもらうためにメニューの翻訳事業を検討して

いるとの情報を入手。観光学部を有し、海外から多くの留学生を受け入れ

ている地元のＢ大学とのマッチングを行ったもの。 

取組み内容 

①Ａ市の地元食材を使用する「おらが丼」（わが家の丼を意味する方言）

の普及を図るなか、外国人観光客向けの翻訳メニューの作成を検討して

いたが、一定の費用がかかることから具体化しない状況にあった。 

②当行では、海外からの留学生を抱えるＢ大学に連携を提案したところ、

大学側の賛意を得ることができ、学生の翻訳スキルを無償で活用できる

こととなった。 

③地元飲食店では、留学生を対象とした試食会を通じ、各々の「おらが丼」

への感想を外国人から直に聞く機会が得られたほか、留学生の意見を活

かし、メニュー構成に工夫を加える飲食店も見られるようになった。 

成果（効果） 

【相手方（顧客）にとっての成果】 

地元飲食店にとっては翻訳事業のコストカット、大学にとっては留学生

に日本語を実践する場を提供する機会となり、相互に恩恵を得られた。

また、大学と地元飲食店の交流が深まった結果、自社ＨＰの外国語表記

化や通訳を兼ねたアルバイト機会の提供など、副次的な効果も見られて

いる。 

【当行にとっての成果】 

食文化を通じた観光・地域振興への真摯な取組みが評価され、地元から

の信頼度向上につながった。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 千葉興業銀行） 

タイトル 展示即売商談会「千産千商２０１０」の開催 

動機（経緯） 
千葉県の魅力ある優れた商品・食材を県内での消費と商いにつなげ、地域

経済の活性化に資することを目的に開催 

取組み内容 

平成 22 年 5 月に産学連携協定を締結した聖徳大学短期大学部の協力のも

と、学生が授業で学んでいる知識を活かし、当行取引先出展企業のＰＲ・

食材調理に協力。地域住民や学生などの一般参加者・企業関係者ら約 800

人が来場。出展企業の食材・商品のＰＲと消費者に対する商品モニタリン

グを実施し、学生の斬新なアイディアを商いにつなげる絶好の機会となっ

た。 

成果（効果） 

県内取引先 16 社が出展し一般消費者へのＰＲ・モニタリングが実施でき、

今後の商品開発や新商品の出応えを感じる場を提供できた。 

又、大学と県内企業が連携できる機会にもなり双方にとって有効な商談会

となった。 
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「地域密着型金融」関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東京都民銀行） 

タイトル ＣＳＲ活動の一環による環境配慮型定期預金「東京緑の定期」の取扱い 

動機（経緯） 
当行・東日本銀行・八千代銀行の 3 行により、ＣＳＲ活動の一環として

取扱いを実施。   

取組み内容 

当行・東日本銀行・八千代銀行 3 行による「しゅとねっと」では、本預

金を通じて集められた預金残高に応じて、最高 100 万円を東京都が実施す

る「緑の東京募金」に寄付する。寄せられた募金は、「緑の東京募金基金」

に積み立てられ、東京緑化事業に役立てられる。また、「緑の東京募金」

の振込口座を設け、お客さまからの募金受付も行う。  

成果（効果） 

・環境問題への取組みは企業市民として重要な責務であり、環境に配慮 

した商品提供を行うことで、企業の社会的責任の達成。 

・東京緑化事業に寄与する。 
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「地域密着型金融」関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東京都民銀行） 

タイトル 
ＣＳＲ活動の一環による環境配慮型定期預金「花粉の少ない森づくり定

期」の取扱い 

動機（経緯） ＣＳＲ活動の一環として取扱いを実施 

取組み内容 
本預金を通じて集められた預金残高に応じて、公益財団法人東京都農林水

産振興財団が実施する「花粉の少ない森づくり募金」へ寄付。 

成果（効果） 

・環境に配慮した商品提供を行うことで、企業の社会的責任の達成。 

・「花粉の少ない森づくり募金」への寄付金は、「花粉発生源のスギ伐採」

と「花粉の少ないスギの植替え」等にあてられる。 
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「地域密着型金融」関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 東京都民銀行） 

タイトル 
ＣＳＲ活動の一環による環境配慮型定期預金「ECODOMO 定期預金」 

の取扱い 

動機（経緯） 
東京都環境局から東京都・金融機関・事業法人・個人の 4 者で構成する「エ

コ金融プロジェクト」共同参加の打診による 

取組み内容 

本預金を通じて集められた預金残高に応じて、最高 500 万円を環境活動ク

ラブである「こどもエコクラブ」に寄付することにより、環境配慮の取り

組みを支援する。 

成果（効果） 
東京都との連携により、事業者及び都民の環境配慮行動を金融面から支援

し、企業の社会的責任の達成。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 第四銀行） 

タイトル 県内観光地の活性化に向けた支援活動 

動機（経緯） 

首都圏における観光ＰＲ活動の実施や、県内各地の観光関係者等との懇談会

開催などを通じ、新潟県の観光及び経済の活性化に繋げることを目指して取

組みを開始。 

取組み内容 

（１）首都圏での観光ＰＲイベントを開催 

・東京（日本橋）にて、観光ＰＲイベントを５回開催。 

①うまさぎっしり新潟～ふるさとの味～ ５月１２日（水）～１５日（土）

ＰＲ対象地域：南魚沼市、長岡市山古志地域  来場者数４，５５３人

②雪国の食文化・魅力再発見 ６月１４日（月）～１８日（金） 

ＰＲ対象地域：湯沢町、津南町  来場者数３，２４８人 

③越後の奥座敷「阿賀町」 ７月７日（水）～１０日（金） 

ＰＲ対象地域：阿賀町  来場者数４，７９０人 

④うまさぎっしり新潟の秋 ９月１５日（水）～１６日（木） 

ＰＲ対象地域：県内全域  来場者数２，５９３人 

⑤トキの郷・佐渡収穫祭 １０月１５日（金）～２２日（金） 

ＰＲ対象地域：佐渡市  来場者数９，４８７人 

 

（２）観光活性化支援事業 

・県内観光地の活性化を図るため、各温泉地に対し、マーケティング支援、

メニュー開発支援を行った。 

・平成２２年度は「阿賀町」「岩室温泉」「松之山温泉」「雪国観光圏」（湯

沢町など７市町村）を対象に実施した。 

成果（効果） 

・東京（日本橋）での観光ＰＲイベントでは、首都圏の消費者約２万４千人

にご来場いただき、新潟の魅力をＰＲできた。 

・観光活性化支援事業の販促支援では、ダイレクトメール・新聞折込チラシ

の作成でリピーター・新規客を多数獲得した。 

・観光活性化支援事業の料理メニュー開発支援では、地域が一体となり、地

元食材を活用した朝食メニュー４品を開発した。この取組みは全国旅館ホ

テル生活衛生同業組合連合会全国大会グランプリを獲得した。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 八十二銀行） 

タイトル 「信州再生支援ネットワーク会議」の設立 

動機（経緯） 

長引く景気低迷の影響から経営環境が厳しさを増している中で、苦境に

立たされている長野県内中小企業に対し、適切かつ迅速に再生支援を行

い、県内経済の活性化を図るためには県内金融機関の連携により協調して

支援することが必要と考えた。 

取組み内容 

長野県内において、金融機関、信用保証協会、再生支援協議会、行政等

の事業再生支援関係機関の連携体制を構築し、事業再生支援に係るノウハ

ウの共有や全体的なレベルアップ等を図ることを目的として、22 年 2 月、

当行主導で県内 10 金融機関による「信州再生支援ネットワーク会議」を

立ち上げた。 

同会議を活用してより多くの企業存続と地域の面的再生に向けた積極

的な取組みを行っていくことを目的に、当行が幹事行となり 23 年 8 月ま

でに計 5 回の会議を開催している。 

成果（効果） 

信州再生支援ネットワーク会議の活動により、参加各行の企業支援実務

のレベルアップが図られ、各金融機関企業再生担当者間の人的連携強化に

より県内企業への円滑で迅速な再生支援への取組みに寄与している。 

特に中小零細企業の再生支援の取組み強化を課題としていた長野県信

用保証協会に対して、関係者間の連携を強化したことにより、個別企業の

経営改善に対して同協会の主体的な関与が開始されるなど、県内企業の経

営改善の取組みをより強固にしている。 

設立目的のひとつとして長野県独自の制度資金の検討・創設を掲げ、22

年 12 月に、経営改善計画に基づく資金繰り改善や再生計画に基づく事業

再生を目的とした「経営改善支援資金」及び「事業再生支援資金」の創設

を長野県に要請した。その結果、23 年度から同県の既存制度資金である「再

生支援資金」の要件が拡充されたことも成果となった。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北陸銀行） 

タイトル 大学等との連携強化 

動機（経緯） 

・大学や高専との連携を強化して、当行が仲介機能を果たすことで、大学

のシーズと企業のニーズを融合し、お取引先の創業、新事業をサポート

する 

・当行店舗網地域を担っていく若い世代に対し、金融教育により当行のノ

ウハウを教授し、長期的視点での地域発展に寄与する 

取組み内容 

・平成 22 年 4 月以降で新たに 4 大学と連携締結。総計で 8 大学、1 高専と

連携協定 

22 年 6 月金沢美術工芸大学、22 年 9 月帯広畜産大学、22 年 11 月小樽商

科大学、23 年 1 月金城学園 

（既提携大学：富山大学、富山県立大学、福井大学、金沢大学、富山高

等専門学校） 

成果（効果） 

・｢産学連携ヒアリングシート｣を活用した創業、新事業開拓のサポート 

・技術説明会への当行取引先招待による技術移転促進 

・ビジネスマッチング等を大学と共催、産学連携コーナーにて大学と企業

をマッチング（金沢大、富山大、福井大、富山県立大） 

・海外研修派遣（金沢大、富山大） 

・寄付講義、大学とのコラボ講義（金沢大、富山大、金工大） 

・若手研究者助成金（金沢大、富山大） 

・学生と企業の仲介（各大学） 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名   富山銀行） 

タイトル ＴＢＣ次世代経営塾“ＴＨＥ ＮＥＸＴ”発足 

動機（経緯） 

・富山県内の地域産業の振興・発展に寄与する人材の支援・輩出を目的と

して、22 年 10 月、富山銀行ビジネスクラブ（ＴＢＣ）において、若手

企業経営者・後継者で組織する「次世代経営塾“THE NEXT”」が発足。

 

取組み内容 

・会員相互の資質向上に向けて各種勉強会や企業視察（県外含む）を実施。

・特別講師として地元出身の関満博 明星大学教授を招き、継続的に講義

を受講。 

・関教授が塾頭をされている「フロンティアすみだ塾（東京都墨田区）」

等、全国の関塾生との企業交流を実施。 

 

成果（効果） 

・講義、グループ討議、企業視察等を通じて、塾生の経営資質向上に繋が

った。 

・毎月継続的に経営塾を開催することで、塾生間の交流と親睦を図ること

ができた。また県外他塾との協働を通じて、他塾生との結び付きも深め

ることができた。 

・関教授以外にも外部専門家による講義を受講することで、塾生は幅広い

見識を身に付けることができた。 
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① テーマ（会員相互の専門・得意分野、問題提起） を基に
した討論

②特別講師（明星大：関教授 他）による講義の受講
③地元企業の視察
④県外企業等の視察及び交流
⑤自主勉強
⑥会員相互の交流と親睦 他

■ 目的
富山県内の若手経営者・後継者等の経営資質等の
向上を図り、富山県内の地域産業の振興・発展に寄
与する人材を輩出すること
① 経営者としての知識・見識を身につける
② 自ら考え、実践できる力を身につける
③ この機会を通じともに考えられる同士を発見する

■ 事業内容（塾カリキュラム）

■ 塾生
第1期生 33名（平成22年10月～23年9月）

地域の面的再生への積極的な参画

THE TOYAMA BANK LTD.

──ＴＢＣ次世代経営塾 “ＴＨＥ ＮＥＸＴ” 発足

m-mekata
テキストボックス
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

         （銀行名   富山銀行） 

タイトル 当行職員常駐派遣による富山大学との連携強化 

動機（経緯） 

・従来から当行は富山大学との間で、16 年より寄附講義（経済学部にて）

を実施、17 年には「包括的連携協力に関する覚書」を締結。 

・更なる第一歩として、地域活性化に向けて協働することを目的に、23

年３月、「富山銀行職員の派遣研修に関する協定書」を締結のうえ、職

員を同大学へ常駐派遣。 

 

取組み内容 

・1 年間の期間にて職員を、富山大学地域推進機構へ地域連携推進員とし

て派遣。 

・同大学においては下記業務に従事。 

 ─行政とタイアップしての、地域活性化事業・プロジェクトの企画立

案・運営 

 ─銀行で培ったネットワークを活用しての、企業と大学の共同研究の企

画立案 

 ─銀行と大学の連携による地域づくりに関する調査研究活動 等 

 

成果（効果） 

・各種プロジェクト実践による派遣職員の人材育成。銀行全体における地

域活性化に関するノウハウの蓄積・底上げ。 

・富山大学との連携強化（共同研究案件相談の増加等）。 

・同大学のネットワーク活用を通じた、自治体等外部機関との連携強化。
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■ 協定の締結
平成23年3月に富山銀行と富山大学の間で、地域活性化に向けて協働することを目的
として「富山銀行職員の派遣研修に関する協定書」を締結

■ 職員常駐派遣
平成23年4月から1年間の期間にて、職員1名を富山大学地域連携推進機構地域づく
り・文化支援部門へ地域連携推進員として派遣
地域活性化に資する自治体・企業体・地域団体等の各種事業・プロジェクトの企画立
案・運営をはじめ、企業と大学の共同研究の企画立案、産学官金連携に関する調査研究
活動等、先駆的な取り組みの最前線で活躍中

THE TOYAMA BANK LTD.

──当行職員常駐派遣による富山大学との連携強化
地域の面的再生への積極的な参画

m-mekata
テキストボックス
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 北國銀行） 

タイトル いしかわ産業化資源活用推進ファンドを活用した事業支援 

動機（経緯） 

・石川県が組成した「いしかわ産業化資源活用推進ファンド」（以下活性

化ファンド）に当行が 80 億円を出資している。＜総額 200 億円＞ 

・同ファンドでは運用益にて地域資源活用、農商工連携、医商工連携のビ

ジネスを支援するための助成を行っている。 

取組み内容 

・セミナーを実施し、同ファンドの地域企業への紹介、銀行内での認知度

向上に努めている。 

Ｈ22 年 5 月 行員向けセミナー実施（31 名参加） 

Ｈ22 年 6 月 顧客向けセミナー実施（72 名参加） 

・行員がファンドの申請手続きを支援するとともに、中小企業応援センタ

ー事業（経済産業省）の専門家派遣を活用した申請のブラッシュアップ

を実施した。 

成果（効果） 

・ファンド助成の認定先数 

Ｈ22 年度総認定件数 71 

うち当行取引先 61 

うち当行よりの紹介案件 19 

うち中小企業応援センター活用 9 
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活性化ファンドの概要活性化ファンドの概要活性化ファンドの概要活性化ファンドの概要

目的目的目的目的 本県では、地域経済の活性化を推進することを目的に、本県の強みである豊かな農林水産物、伝統工芸品、観光資源及び本県に集積する
モノづくり産業やサービス産業を支える特有の技術等（＝産業化資源）を活用した取り組みなど、これまでにない新たな取り組みに対する支
援策を構築することにより、地域の知恵や工夫に基づく中小企業等の果敢な挑戦をバックアップする。

いしかわ産業化資源いしかわ産業化資源いしかわ産業化資源いしかわ産業化資源
活用推進ファンド活用推進ファンド活用推進ファンド活用推進ファンド

◆産業化資源を活用した中小企業者等の新事業展開に対する意欲ある取り組みへの支援
①支援機関による産業化資源を活用した新たな取り組みの積極的な掘り起こし①支援機関による産業化資源を活用した新たな取り組みの積極的な掘り起こし①支援機関による産業化資源を活用した新たな取り組みの積極的な掘り起こし①支援機関による産業化資源を活用した新たな取り組みの積極的な掘り起こし
→ 外部の専門家を招聘する勉強会や研究会など、産業化資源を活用した新たな取り組みに着手するための活動

（ビジネスアイデア構想段階）を支援
助成対象：商工会議所・商工会、中央会、組合等 助成率：定額 助成限度額：100万円（1年以内）

②②②②‐‐‐‐１１１１ 中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化
→ 産業化資源を活用した中小企業による新商品・新サービスの開発から販路開拓に至るまでの様々な段階における取り組みを
幅広く支援

1.産業化資源を活用した新たなビジネスの創出産業化資源を活用した新たなビジネスの創出産業化資源を活用した新たなビジネスの創出産業化資源を活用した新たなビジネスの創出

国
100億円

◆医療・保健分野と商工業との連携による新産業創出
☆医商工連携促進協議会の設置☆医商工連携促進協議会の設置☆医商工連携促進協議会の設置☆医商工連携促進協議会の設置

→ 産学官民による協議会を設置し、予防型社会創造産業創

出へ向けた具体的な取り組みを促進するための検討や普
及啓発を行う

活用推進ファンド活用推進ファンド活用推進ファンド活用推進ファンド
（「活性化ファンド」）（「活性化ファンド」）（「活性化ファンド」）（「活性化ファンド」）

基金総額：200億円
運用期間：10年間
運用益：約2億円/年

［管理運営者］
（財）石川県産業創出支援機構

（ISICO）

運用益
で助成

◆農林水産分野と商工業との連携による新産業創出
☆農商工連携促進協議会の設置☆農商工連携促進協議会の設置☆農商工連携促進協議会の設置☆農商工連携促進協議会の設置

→ 農家、食品加工業者、県、ISICO、業界団体、専門家等から

成る協議会を設置し、農商工連携へ向けた具体的な取り
組みを促進するための検討や普及啓発を行う

①①①①-１１１１ 新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業

幅広く支援

助成対象：中小企業者等 助成率：2/3 助成限度額：300万円（3年以内）

②②②②‐‐‐‐２２２２ 中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（小規模企業枠）中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（小規模企業枠）中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（小規模企業枠）中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（小規模企業枠）
→ 景気悪化の影響を受けやすい小規模企業を重点的に支援するため、助成率を引き上げた小規模企業者枠を創設

助成対象：小規模企業者（従業員数5人以下） 助成率：3/4 助成限度額：150万円（3年以内）

②②②②‐‐‐‐３３３３ 中小企業による海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（海外展開支援枠）中小企業による海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（海外展開支援枠）中小企業による海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（海外展開支援枠）中小企業による海外市場を狙った産業化資源活用新商品等の開発・事業化（海外展開支援枠）
→ 海外展開を重点的に支援するため、助成限度額を引き上げた海外展開支援枠を創設

助成対象：中小企業者等 助成率：2/3 助成限度額：500万円(グループは1,000万円)（3年以内）

③産地・地域としての産業化資源の魅力向上への取り組み③産地・地域としての産業化資源の魅力向上への取り組み③産地・地域としての産業化資源の魅力向上への取り組み③産地・地域としての産業化資源の魅力向上への取り組み
→ 産業化資源を活用した商品・サービスの新たな販路の開拓等に産地・地域一体で取り組む活動を支援

助成対象：組合、商工会議所・商工会等 助成率：2/3 助成限度額：200万円（1年以内）

2.農商工連携産業の創出農商工連携産業の創出農商工連携産業の創出農商工連携産業の創出

助成対象の選定・
事業成果に係る評価

ファンド事業審査委員会
（ISICOに設置）

　 北國銀行
80億円

3.医商工連携産業の創出医商工連携産業の創出医商工連携産業の創出医商工連携産業の創出

石川県
20億円

新新新新

ファンドの実施体制ファンドの実施体制ファンドの実施体制ファンドの実施体制

※基本的な支援制度のあり方や具体的な事業の
方向性を審議→事業内容の企画・立案

※相談から事業計画の策定支援、事業実施にあたってのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟまでを実施
・支援策の実行部隊
・各分野の専門ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
・地元金融機関や市町職員も参画

・能登地域における支援体制を強化

・専任ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

及啓発を行う

①医商工連携新商品等開発・事業化支援事業①医商工連携新商品等開発・事業化支援事業①医商工連携新商品等開発・事業化支援事業①医商工連携新商品等開発・事業化支援事業

→ 新商品開発のためのFS調査、研究開発、販路開拓等の取
り組みを支援（ものづくりが対象）
助成対象：医商工連携に関わる複数の事業者
助成率：2/3 助成限度額：300万円（3年以内）

②健康サービス等創出支援事業②健康サービス等創出支援事業②健康サービス等創出支援事業②健康サービス等創出支援事業
→ 地域脳検診事業、健康増進プログラム提供事業、ヘルス
ツーリズム事業、高齢者・要介護者生活支援システム開発
事業、 子育て支援サービス事業など、健康・福祉をキー
ワードにした地域活性化に関する取り組みをモデル事業と
して支援
（サービスが対象）
助成対象：医商工連携に関わる複数の事業者
助成率：定額 助成限度額：500万円（3年以内）

☆過疎地域では高齢化が急速に進展
→ 高齢化を弱みでなく、10年後、20年後の日本の姿と捉え、地域密
着型のビジネスを積極的に創出

①①①①-１１１１ 新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業新しい食品加工ビジネスモデル構築支援事業
→ 農林水産業者、食品加工業者等が連携した商品開発や販

路拡大に関する取り組みで、先進的・モデル的な手法によ
りビジネスチャンスに結びつくような取り組みを支援
助成対象：農商工連携に関わる複数の事業者
助成率：2/3 助成限度額：500万円（3年以内）

①①①①-２２２２ 農林水産物の一次加工施設等整備支援事業農林水産物の一次加工施設等整備支援事業農林水産物の一次加工施設等整備支援事業農林水産物の一次加工施設等整備支援事業
→ 農林水産物を活用した商品づくりの拡大のために必要な一
次加工施設等の整備を支援する

助成対象：農商工連携に関わる複数の事業者
助成率：2/3 助成限度額：1,000万円（3年以内）

②②②② 農業参入によるビジネスモデル構築支援事業農業参入によるビジネスモデル構築支援事業農業参入によるビジネスモデル構築支援事業農業参入によるビジネスモデル構築支援事業
→ 農業参入する企業等が農業における収益基盤を確立する

ため、農業生産に係る技術の習得、農産物の販路確保や
農産物を活用した新商品の開発等を行う取り組みを支援
助成対象：農業参入企業及び参入意向企業
助成率：2/3 助成限度額：200万円 （3年以内、ただ
し特に認められる場合に限り２年まで延長可）

☆能登地域の主力産業は農林水産業

→ 農業と食品加工業など農業以外の産業との連携は、能登
の活性化における重要な取り組み

（ISICOに設置）
構成：学識経験者、

商工団体、
県、ISICO等

能登サテライト

産業化資源活用推進会議
推進本部内に

タスクフォースを設置
構成：専門家、県等

（ISICO）
地 域振興部

地域一体となった地域一体となった地域一体となった地域一体となった
推進・支援体制推進・支援体制推進・支援体制推進・支援体制

m-mekata
タイプライターテキスト
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 大垣共立銀行） 

タイトル 地方銀行連携『地方からの贈り物』プロジェクト 

動機（経緯） 

・地方銀行取引先企業には特産品の生産業者が数多くあり、地方銀行による

販路拡大等の支援策として、通販カタログを利用したスキームを検討。 

・当行を含む地方銀行６行とリッキービジネスソリューション㈱（通販

カタログ運営会社）が共同で、通販カタログにより販路拡大等を支援

する「地方銀行連携『地方からの贈り物』プロジェクト」を発足。 

取組み内容 

・プロジェクト参加銀行取引先企業の特産品を集めた通販カタログを制作

するべく、参加銀行が取引先企業を通販カタログ運営会社に紹介。 

・上記紹介にて制作された通販カタログ「地方からの贈り物〈うまいもの

シリーズ〉」を参加銀行の営業店舗内に設置。 

成果（効果） 

・通販カタログ「地方からの贈り物〈うまいものシリーズ〉Ｖｏｌ.１」

を制作し、参加銀行へ設置。 

・期間:H22.11.30～H23.5.20 制作部数:約 4 万部 掲載商品数:231 
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 第１弾 

 名  称 
「地方からの贈り物」 

＜うまいものシリーズ＞Vol.１ 

 対象商品 
地域産品の食料品全般 

※ 酒類（みりん等を含む）は除く 

 カタログ設置期間
平成２２年１１月３０日 

～平成２３年５月２０日 

 

掲載商品数 
○総カタログ掲載数：２３１アイテム 

○当行取引先掲載数： ５０アイテム 
 

カタログ製作部数

（発刊１回あたり）

４０,０００部 

（参加銀行設置分） 

 

【発足日】 

   平成２２年９月１６日（木） 

【参加銀行】 

参加銀行 本店所在地 

大垣共立銀行 岐阜県大垣市 
北陸銀行 富山県富山市 
北海道銀行 北海道札幌市 
荘内銀行 山形県鶴岡市 
山口銀行 山口県下関市 
もみじ銀行 広島県広島市 

 
【カタログ製作会社】 
 リッキービジネスソリューション㈱  
※ 当社が製作するカタログに、参加銀行の取引
先が取扱う地域産品等が掲載されます。 

※ カタログを参加銀行の 
営業店内に設置 

＜プロジェクトの概要＞ 
通販カタログ 

＜うまいものシリーズ＞Vol.１ 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 大垣共立銀行） 

タイトル 航空機産業への参入支援 

動機（経緯） ・今後成長が期待される航空機産業への地元中小企業の参入を支援するもの。

取組み内容 

・「航空機産業セミナー」の開催 

第 1 回：平成 22 年 7 月 2 日（金） 

第 2 回：平成 22 年 12 月 10 日（金） 

第 3 回：平成 23 年 1 月 26 日（水） 

・「ＶＲテクノセンター」（航空機産業の支援団体）との連携協定締結 

締結日：平成 22 年 11 月 10 日（水） 

成果（効果） 

・「航空機産業セミナー」の参加人数 

第 1 回：192 名 

第 2 回：144 名 

第 3 回：127 名 

・「ＶＲテクノセンター」を利用した支援実績 

航空機産業セミナーへ参加したＡ社に対し、参入支援を行った。 
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・日本の航空機産業の現状と将来について 

・航空機部品の Supplier として、何が必要か 

・名古屋大学 航空機開発 DBT リーダーシップ 

養成講座のご案内 

 
 

 

・最新の航空機生産システムを語る 

・JISQ9100 の認証取得と実際について 

・こうして新規参入企業を応援します！ 

 
・防衛省大型機の民間転用構想 

・MRJ の開発状況 

・航空機産業を自動車産業のように盛んにする案 

・旅客機プロジェクトの変遷 

～TS11 からボーイング 777 にいたる実情～ 

 

 
 
 

 
当 行 

 
 
○締結日 ：平成２２年１１月１０日（水） 

○協定内容：航空機産業への新規参入や技術相談等のニ

ーズがある企業を紹介し企業の問題解決

に向け連携して取り組む 

航空機産業への
新規参入相談

企
業
の
参
入
支
援
依
頼 

○参入支援内容 
 ①工場診断（設備、生産体制、技術力）

 ②各種相談、航空機メーカー等紹介 
 ③人材育成支援 
 ④航空機産業に関する情報提供

取
引
先
企
業

参入支援 株式会社ブイ・アール・テクノセンター 

株式会社ブイ・アール・テクノセンターと

「連携に関する協定書」を締結

 
【航空機産業セミナー】

平成２２年７月２日

 

平成２３年１月２６日 

平成２２年１２月１０日 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 十六銀行） 

タイトル 産官学連携事業による地域貢献活動 

動機（経緯） 

産学連携協定を締結している大学・高専を中心に、それらの大学の特徴を

活かした教育イベントの開催を通して、知的財産の橋渡しや地域貢献に繋

がる活動を推進する。 

取組み内容 

①（平成 22 年 12 月）岐阜高専との連携事業 

「ふれあいエコサイエンス広場 in モレラ岐阜（本巣市）」 小学生親子

を対象に LED や風力発電を利用した工作を通して、楽しみながら環境

について学べるイベントを開催しました。 

②（平成 22 年 7 月）中部学院大学との連携事業 

「かがくさんすうアカデミー４（各務原市）」 小学生たちが学生の手

ほどきで工作などを体験し、理科離れが危惧される子どもたちに、学

ぶ楽しさを知ってもらおうと、親子で参加できるイベントを開催しま

した。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

地域の将来を担う子どもたちに、学ぶ楽しさを知る「場」を提供しました。

【当行にとっての成果】 

地域貢献活動に一環としてイベントを企画開催しました。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 十六銀行） 

タイトル 産官学連携のコーディネート 

動機（経緯） 
地元企業と大学・高専等が技術相談や共同研究などで実施することで、地

域経済活性化に繋がるような両者の橋渡し役として活動する。 

取組み内容 

①新規事業立ち上げについて模索している等の経営課題を抱える地域

の中小企業に対し、中小企業支援施策（特に、農商工連携、地域資源

活用プログラム、新連携支援制度、経営革新計画）を紹介し、各種支

援機関と協力しながらその活用促進に努めています。 

②また、地域の中小製造業者が抱える技術課題については、相談内容に

応じて、産学連携協定を締結する 9 大学 1 高専、あるいは国県などが

設置する各種研究機関に打診し、適切な専門家のアドバイスを仰いだ

り、大学研究室との共同研究に結びつくようコーディネートに努めて

います。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

①  認定を受けることが企業のイメージアップにつながること 

②  企業単独では解決できない技術課題が解決され、また大学との共同研

究により製品開発が促進されること等 

【当行にとっての成果】 

①新たな資金需要に伴う融資扱い、信用保証協会保証付融資の取扱い等 

③  先の事業性貸出に留まらない、金融サービスの提供ができること等 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  静岡銀行） 

タイトル 中心市街地活性化(面的再生)支援への取組み 

動機（経緯） 
・県内の主要都市であるＡ市の中心市街地では、売上の伸び悩む商店が

増えており、個別商店のみならず、その属する商店街および中心市街地
全体の活性化に向けた取組みの重要性が従来以上に高まっている。 

取組み内容 

・中心市街地の活性化策などをＡ市に共同で提言することを目的として、
当行を含む地元金融機関（5 行庫）等で構成する「合同連絡会議」において、
「中心市街地の活性化に向けた検討結果」（以下、検討結果）を取りまとめ、
平成 23 年 7 月にＡ市長宛に提出。 

・検討結果には、商店街活性化のためのテナントマッチング・テナント
ミックス（店舗構成の選別・管理）、インキュベーション（若手事業者の
育成）などの施策の検討、商店街を回遊することができる交通インフラの
整備と、これらを実施に移すためのワーキンググループの設置が盛り込ま
れている。 

成果（効果） 

・Ａ市に対し検討結果を提出。 
・検討結果を踏まえたモデル事業として中心市街地のうち 1 商店街について、

テナントミックス、インキュベーションなどの試行を平成 23 年 10 月から
開始している。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 滋賀銀行） 

タイトル 
「環境ビジネス」に特化したビジネスマッチングの取り組み 

（「ネットワークのしがぎん」「ＣＳＲのしがぎん」に関する取り組み）

動機（経緯） 

・当行は「お金の流れで地球環境を守る」の気概のもと、環境と経済の両

立を推進することが地域金融機関の使命と捉えており、「環境ビジネス」

に焦点を当てた「エコビジネスマッチングフェア」を開催し、新たな商

流を創出する。 

取組み内容 

・当行のネットワークを活用して環境に特化した商談と交流の場の提供を

通じて、今後の新たな事業展開のサポートを目的として、平成 20 年 7

月 22 日に初めての「エコビジネスマッチングフェア」を開催した。 

・平成 22 年 6 月に 3 回目となるフェアを開催。環境ビジネスに取り組む

中堅・中小企業 79 社に出展いただき、開催当日に約 2,150 人の来場、

約 800 件の商談が行われた。 

・出展企業の持つ環境関連の製品・技術・サービス等を 6 分野に分けて紹

介。事前の商談対応の充実を図り、参加アンケートや詳細なバイヤー情

報などをもとにマッチングを行った。 

（6 分野） 

新エネルギー・省エネルギー、リサイクル、環境土木建築、浄化（水・

土壌・大気）、環境サポート・ソリューション、環境アグリ･フード 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・フェア当日の来場者約 2,150 人、商談件数約 800 件と、環境ビジネスに

特化した多くの商談を行っていただいた。 

・商談の成約は、お取引先企業の売上、利益の拡大に寄与する。 

【当行にとっての成果】 

・当行を起点に「環境ビジネス」で新たな商流が生まれることは、お取引

先や地域の発展につながり、ひいては当行の発展につながる。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 京都銀行） 

タイトル 観光産業活性化に資する当行独自の取組み 

動機（経緯） 

観光振興策の一環として、平成２２年より行政・業界団体等が連携し「オ

ール京都」で初めて開催された「京の七夕」に地元金融機関として積極的

に参加。 

取組み内容 

「京の七夕」では、全国から様々な願いを募るとともに、堀川や鴨川など

で竹と光による演出などの催しが行われたが、当行においては、イベント

で使用する竹の伐採をかねた京都モデルフォレスト協会「放置竹林整備活

動」へ参加するとともに、京都市内３９ヵ店において「京の七夕」ロビー

展を開催し、伐採した竹を利用した笹飾りや来店されたお客さまによる短

冊記入などを実施。また２０ヵ店において浴衣着用による窓口対応を実施

した。 

成果（効果） 

放置竹林整備活動に協力できたと同時に京都市内の当行店舗における 

ロビー展の開催により、「京の七夕」を盛り上げることができた。 

また、店舗での短冊記入も、お客さまに「七夕」ムードを体感いただき、

好評であった。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 池田泉州銀行） 

タイトル Ａ地公体の地域起こしのサポート 

動機（経緯） Ａ地公体よりの相談 

取組み内容 

Ａ地公体の農業振興調査研究に関し、連携協定締結しているＢ大学を紹介

＜内容＞ 

Ａ地公体の農業振興策に関する農家の意向を吸収する事を目的に、調査研

究務をＢ大学へ委託するとともに、その調査研究結果を次年度以降の農業

振興施策に反映させる 

成果（効果） 農家へのアンケート及び個別ヒアリング実施済 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  南都銀行） 

タイトル 
林業等の地域産業活性化および森林や地球環境の保全をめざすプロジェクト

（｢Yoshino Heart プロジェクト｣）の支援 

動機（経緯） 

・前中期経営計画の基本方針・重点戦略の一つである｢CSR の推進｣の一環とし

て、｢環境保全活動｣に持続可能な形で取組むこととしたこと。 

・現頭取が就任時に、地域金融機関として、森林県である奈良県の地域特性や伝

統産業である林業の衰退、それに伴う森林の荒廃を踏まえた地域貢献を行う方

針を表明したこと。 

取組み内容 

・本プロジェクトは、奈良県吉野産の木材製品に冠する「Yoshino Heart」ブランドの

普及および大都市と吉野地域との情報共有を通じて、吉野材の需要を促進する

ことにより、吉野地域の林業関連産業の活性化および森林の整備とそれによる

CO2 吸収量の増加をめざすもので、その収益の一部はＮＰＯ法人を通じて植樹や

間伐など吉野地域の森林整備に役立てられる。 

・当行は、「Yoshino Heart」製品の活用のほか、木材需要拡大に向けた新たな木製

品の開発にかかる地方公共団体・商工会等への協力依頼、同プロジェクトと地域

の事業者のマッチング支援、ＮＰＯの活動支援等を展開している。 

成果（効果） 

・コンビニエンスストアとのタイアップによる「アド箸」（広告入り吉野ヒノキ製割り箸）

で地元特産の割り箸の新規需要を開拓。 

・「吉野 3.9 ペーパー」（吉野産間伐材チップを活用した用紙）で間伐材を製紙原料

に活用。当行のディスクロージャー誌やパンフレット等に採用。 

・地公体（奈良県･吉野町等）との公民連携や大学（奈良女子大学･県立大学）との

産学連携、各地商工会（吉野町等）等との協力体制を確立。 

・吉野地域と大都市とをつなぐ窓口となる「NPO 法人 Yoshino Heart」（21 年 7 月設

立）の設立・運営支援。ＮＰＯ役員には大学教授等、地域外の専門家も起用。 

・吉野地域から直接消費者に届く木製品の開発・商品化を支援。 

①奈良県との連携による「吉野材を使った“暮らしの道具”デザインコンペ」の開

催。入選作品の商品化支援。 

②大手広告代理店との連携による吉野材を使った「木のおもちゃ」の開発・商品

化支援。 

・当行内における吉野材利用の拡大（店舗内装等）。 

・取引先への吉野材利用推進。 

 

50/94



吉野地区の
事業者等が
幅広く連携

プロジェクト概念図

協賛・参加企業協賛・参加企業

協賛

需要
創造

デザイナー
ミュージシャン

スポーツ選手等

デザイナー
ミュージシャン

スポーツ選手等

消費者消費者

収益の一部を
植林･間伐活動へ

林業家林業家

木材関連
事業者

木材関連
事業者

商工会・
各種組合等

商工会・
各種組合等

森林保全・CO2削減
活動への参加意識

ＣＳＲ＋ＰＲ
イメージ戦略

商品デザイン
ＰＲ番組･植林活動へ

の参加

マーケティング
商品企画

スポンサー募集

面的再生

NPO法人
Yoshino Heart

NPO法人
Yoshino Heart

参加

購入

利用

応援
･支援

ハートツリー㈱ハートツリー㈱

奈良県等地元自治体奈良県等地元自治体

協力･協働

公民連携

吉野地区の事業者等が
幅広く連携

吉野地区のポータル機能

 

 

 

                    

 

 

 

 
 

暮らしの道具「デザインコンペ」 

最優秀作品「割り鉛筆」 

「ぐらぐらつみき」（知育玩具） 

 

勧誘物品に使用の 

木の紙「きのかみ」 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 山陰合同銀行） 

タイトル 境港の豊富な魚種と鮮度の強みを生かした地域ブランド化の推進 

動機（経緯） 

境港で水揚げされる水産物は種類が豊富で、産地として高いポテンシャ

ルを持っている。しかし、これまでは水揚げした魚を大量にさばくことに

主眼が置かれ、消費者の手元に届くまでに「境港産」という文字は消え魅

力が伝わっていなかった。そこで、水産各社が連携することで、地域ブラ

ンドの確立を目指すことを当行が提案し、取組開始。 

取組み内容 

主要水産業者６社（水産荷受業者、鮮魚仲買、水産加工業者）を集め「境

港水産物の販売促進を図る会」を設立。当行は広域店舗ネットワークを活

用して山陽・兵庫のスーパー・百貨店等とのビジネスマッチングを支援。

１社では補えない部分も、それぞれ強みを持った６社が集まることで、多

様なニーズに対応することができた。 

成果（効果） 

水産業者の連携により、統一感のある販売促進を可能とし、「境港産」の

地域ブランドを全面的に伝えることができ販路拡大に繋がった。 

山陽・兵庫側のスーパー・百貨店も魅力ある商品の購入が可能となった。

当行はビジネスマッチング手数料収益の獲得することができた。 
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• 

ベ
ニ
ズ
ワ
イ
ガ
ニ
、生
マ
グ
ロ
、ア
ジ
の
水
揚

げ
量
は
日
本
一
で
、日
本
屈
指
の
加
工
技
術

を
誇
る
境
港
。日
本
有
数
の
漁
港
と
し
て

全
国
に
名
が
知
ら
れ
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、境
港
で
揚
が
っ
た
魚
が
消
費
者
の
手
元

に
届
く
ま
で
に
、「
境
港
産（
産
地
・
境
港
）」

と
い
う
文
字
は
消
え
て
し
ま
っ
て
い
る
。

•  

そ
の
理
由
は
、こ
れ
ま
で
水
揚
げ
し
た
魚
を

大
量
に
さ
ば
く
こ
と
に
主
眼
が
置
か
れ
、き

め
細
か
く
消
費
者
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
こ

と
が
で
き
て
い
な
か
っ
た
た
め
だ
。ベ
ニ
ズ
ワ

イ
ガ
ニ
、生
マ
グ
ロ
、ア
ジ
と
い
っ
た「
超
一
流

の
武
器
」を
持
ち
な
が
ら
、「
境
港
産
」の
魅

力
が
消
費
者
に
伝
わ
っ
て
い
な
か
っ
た
。

•  

食
生
活
の
変
化
や
輸
入
魚
の
増
加
な
ど
に

と
も
な
い
、
水
産
各
社
に
と
っ
て
新
た
な

販
路
拡
大
が
課
題
と
な
っ
て
い
た
。

• 

販
路
拡
大
を
目
指
す
境
港
の
水
産
各
社

は
当
行
境
港
支
店
に
個
別
に
相
談
を
し

境
港
の
豊
富
な
魚
種
と
鮮
度
の
強
み
を
活
か
し
た

地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
の
推
進

特集 ごうぎんのビジネスマッチング

• 

鮮
度
・
種
類（
品
揃
え
）を
強
み
に
、消
費

者
の
満
足
度
を
上
げ
、「
境
港
産
」
を
ア

ピ
ー
ル
し
て
い
く
。

• 

売
り
方
を
変
え
て
付
加
価
値
を
つ
け
、連

携
し
て
販
路
開
拓
す
る
こ
と
で
、収
益
の

可
能
性
を
広
げ
る
。
何
で
も
揃
い
、
多
様

な
ニ
ー
ズ
を
掴
む
こ
と
が「
境
港
水
産
物

の
販
売
促
進
を
図
る
会
」の
強
み
だ
。

❶ 

鮮
度

• 

従
来
、水
揚
げ
さ
れ
た
魚
を
仲
買
で
仕
分

け
を
し
て
い
た
た
め
、山
陽
・
関
西
に
は
翌

日
で
な
い
と
魚
が
届
か
な
か
っ
た
。

• 

新
た
な
取
り
組
み
と
し
て
、港
に
魚
体
選
別

機
を
設
置
し
、付
加
価
値
の
高
い「
売
れ
る

魚
」を
2
0
0
ｋ
ｍ
離
れ
た
地
域
の
消
費

者
ま
で
、当
日
中
に
届
け
る
仕
組
み
が
で
き

つ
つ
あ
る
。「
鮮
度
」と
い
う
新
し
い
武
器
だ
。

➋ 

食
文
化
に
合
う
品
揃
え

• 

１
社
で
は
補
え
な
い
部
分
も
、そ
れ
ぞ
れ

の
強
み
を
持
っ
た
６
社
が
集
ま
る
こ
と

で
、
買
い
手
の
選
択
肢
が
広
が
り
、
消
費

者
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
も
の
が
よ
り
見
つ

か
り
や
す
く
な
る
。そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の

食
文
化
に
合
う
品
揃
え
を
提
案
で
き
る
こ

と
が「
境
港
産
」と
し
て
の
強
み
と
な
る
。

• 「
販
路
開
拓
に
あ
た
っ
て
は
、
山
陰
合
同

銀
行
の
役
割
が
大
き
い
。」
と
大
谷
氏
は

言
う
。広
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
持
つ
当
行

が
境
港
と
山
陽
･
兵
庫
の
大
消
費
地
を

結
び
つ
け
る
。

• 

当
行
取
引
先
の
卸
売
業
者
に
対
し
マ
ッ

チ
ン
グ
キ
ャ
ラ
バ
ン
＊
を
実
施
。合
同
商
談

会
に「
境
港
水
産
物
の
販
売
促
進
を
図
る

会
」
各
社
の
専
用
ブ
ー
ス
を
設
け
た
こ
と

が
き
っ
か
け
と
な
り
、
広
島
の
ス
ー
パ
ー

マ
ー
ケ
ッ
ト
へ
の
出
荷
が
始
ま
っ
た
。
ま

た
、大
阪
の
ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
は
、

産
地
フ
ェ
ア
の
企
画
が
進
行
し
て
い
る
。

６
社
が
連
携
し
て
販
売
促
進
を
行
う
こ
と

で
、販
路
拡
大
に
向
け
た
商
談
の
成
約
率

は
向
上
し
て
い
る
。

• 

今
後
の
展
開
と
し
て
、当
行
が
提
携
す
る

外
部
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
の
連
携
も
期
待
で

き
る
。

• 

マ
ッ
チ
ン
グ
キ
ャ
ラ
バ
ン
＊
等
の
頻
度
を
上

げ
て
、機
動
的
な
対
応
が
で
き
る
仕
組
み

を
作
り
、各
社
の
販
路
拡
大
と
境
港
の
ブ

ラ
ン
ド
化
を
推
進
し
て
い
く
。

• 

境
港
の
ブ
ラ
ン
ド
化
の
た
め
、境
港
で
し

か
手
に
入
ら
な
い
、
境
港
で
し
か
食
べ
ら

れ
な
い
独
自
性
の
あ
る
水
産
物
の
提
供
を

目
指
す
。
境
港
を
訪
れ
た
人
が
、
新
鮮
で

お
い
し
い
魚
を
食
べ
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
ハ
ー
ド
面
の
整
備
を
行
っ
て
い
く
。

＊
マ
ッ
チ
ン
グ
キ
ャ
ラ
バ
ン
と
は
、当
行
と
取
引
の
あ

る
多
く
の
企
業
を
広
く
集
め
、ビ
ジ
ネ
ス
パ
ー
ト

ナ
ー
の
紹
介
や
出
会
い
の
場
の
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト

等
を
行
う
こ
と

食
文
化
の
変
化
に
よ
り
、
産
地
の

特
長
を
活
か
し
た
高
付
加
価
値

な
漁
業
へ
の
転
換
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。
大
量
処
理
型
の
産
地

か
ら
、「
き
め
細
か
く
」消
費
者
の

ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
産
地
を
目

指
し
、売
り
方
を
変
え
る
取
り
組

み
が
始
ま
り
ま
し
た
。

今
回
は
、日
本
有
数
の
漁
港
で
あ

る
境
港
の
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
の

推
進
事
例
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

境
港
水
産
業
者
の
苦
悩

て
い
た
が
、個
別
の
対
応
で
は
買
い
手
側

の
ニ
ー
ズ
に
十
分
に
応
え
る
こ
と
は
で
き

な
い
と
ジ
レ
ン
マ
を
抱
え
て
い
た
。

•  

境
港
支
店
細
川
支
店
長
は
、
主
要
水
産

6
社
が
集
ま
れ
ば
、鮮
魚
や
魚
介
類
、及

び
こ
れ
ら
を
主
原
料
と
す
る
水
産
加
工

物
ま
で
を
網
羅
で
き
、買
い
手
側
の
ニ
ー

ズ
に
応
え
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い

か
と
考
え
、
任
意
団
体
に
す
る
組
織
化

を
提
案
し
た
。

︻
メ
リ
ッ
ト
︼

参
加
企
業
の
効
率
の
よ
い
情
報
提
供
に
よ
り
、

①「
境
港
産
」の
地
域
ブ
ラ
ン
ド
を
全
面
に
押

し
出
し
、統
一
感
の
あ
る
販
売
促
進
が
可

能
と
な
る

②
多
種
多
様
な
水
産
物
を
取
扱
う
こ
と
で
、

幅
広
い
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
か
ら
買
い
手
側
に

商
品
を
選
ん
で
も
ら
う
こ
と
が
で
き
る

③
強
み
を
持
っ
た
６
社
が
集
ま
る
こ
と
で
、

多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
こ
と
が
で
き
る

 

境
港
魚
市
場（
株
）社
長 

大
谷
氏
の
協
力
の

も
と
、水
産
各
社
に
ご
賛
同
い
た
だ
き
、「
境

港
水
産
物
の
販
売
促
進
を
図
る
会
」が
設
立

さ
れ
、「
産
地
・
境
港
」の
確
立
に
向
け
て
、新

た
な
取
り
組
み
が
始
ま
っ
た
。

水
揚
げ
量
と
日
本
屈
指
の
加
工
技
術

を
誇
る
境
港
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
活

か
し
た
販
路
開
拓
が
課
題

産
地
名
で
商
品
を
買
っ
て
も
ら
え
る

こ
と
が
境
港
ブ
ラ
ン
ド
化
！

豊
富
な
品
揃
え
と
境
港
ブ
ラ
ン
ド
を

全
面
に
押
し
出
し
た
販
促
で
商
談
の

成
約
率
が
向
上

【
山
陰
合
同
銀
行
】地
域
団
体
と
の
連

携
強
化
に
よ
り
水
産
業
振
興
と
境
港

全
体
の
経
済
発
展
に
寄
与

【
境
港
水
産
物
の
販
売
促
進
を
図
る
会 

各
社
】境
港
ブ
ラ
ン
ド
を
全
面
に
押
し

出
し
た
特
長
あ
る
漁
業
を
展
開

﹁
境
港
産
﹂の
新
た
な
魅
力
の
追
求

境
港
の
主
要
水
産
6
社
が
連
携
し
て

販
売
促
進
を
行
う
こ
と
を
当
行
が
提
案

境
港
魚
市
場︵
株
︶社
長

﹁
境
港
水
産
物
の
販
売
促
進
を

図
る
会
﹂会
長  

大
谷
氏
の
思
い

境
港
で
水
揚
げ
さ
れ
る
水
産
物
は
種
類

が
豊
富
で
、産
地
と
し
て
高
い
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
を
持
っ
て
い
る
。地
域
ブ
ラ
ン
ド

の
確
立
に
向
け
て
、「
境
港
の
魚
」と
い

う
付
加
価
値
を
付
け
て
都
会
地
へ
売
り

込
み
、産
地
と
し
て
の「
境
港
」の
地
位

を
高
め
て
い
き
た
い
。

ま
た
、山
陰
に
住
ん
で
い
る
方
に
も
境

港
の
魅
力
を
感
じ
て
い
た
だ
け
る
よ
う

な
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
き
た
い
。秋
の

「
水
産
ま
つ
り
」、冬
の「
カ
ニ
感
謝
祭
」

に
加
え
、今
夏
よ
り
マ
グ
ロ
産
地
と
し
て

の
特
長
を
全
面
に
出
し
て「
マ
グ
ロ
感
謝

祭
」を
開
催
す
べ
く
準
備
に
入
っ
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
り
、水
産
物
の
三
大
イ
ベ
ン
ト

が
揃
う
こ
と
に
な
り
、「
境
港
の
魚
」「
水

産
の
街 

境
港
」を
よ
り
強
力
に
ア
ピ
ー

ル
し
て
い
け
る
も
の
と
考
え
て
い
る
。

境
港
・
水
木
し
げ
る
ロ
ー
ド
を
訪
れ
た

方
々
に
対
し
、
新
鮮
な
水
産
物
を
味

わ
っ
て
い
た
だ
き
、「
鬼
太
郎
と
さ
か
な

の
ま
ち
」を
ア
ピ
ー
ル
し
、境
港
全
体
の

活
性
化
に
貢
献
し
て
い
き
た
い
。

「
境
港
産
だ
か
ら
買
い
た
い
」「
境

港
に
行
っ
て
新
鮮
な
魚
を
食
べ
た

い
」
と
思
わ
せ
る
よ
う
に
地
域
ブ

ラ
ン
ド
化
を
推
進
し
た
い

「
漁
業
」と「
観
光
」を
つ
な
ぐ

き
っ
か
け

当
行
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ

今
後
の
展
開

地域ブランド力の強化のために連携を提案して組織化を実現

境港水産物の販売促進を図る会

6社が連携

水産荷受業者
境港魚市場（株）

鮮魚仲買
共和産業（株）
（株）島谷水産
大海（株）

水産加工・紅ずわい蟹
加工業者

境港センター冷蔵（株）
北陽冷蔵（株）

当行と取引のある小売業者
（スーパーマーケット・百貨店など）

「境港水産物の
販売促進を
図る会」を紹介

水産物・加工品を販売

当行各支店

外部ネットワーク※

境港支店
（事務局）情報提供

取引先ニーズを
相互共有

取引先ニーズを
相互共有

水産物・加工品を販売

※行政（島根県、鳥取県など）、大学、JA、商社、外部機関、海外（上海市、大連市）の
　行政や銀行など

業務連携

担当者：境港支店
持田将彰 支店長代理

①統一的な境港地域ブランドの強化
②バラエティーに富んだ商品の提案
③バイヤーの多様なニーズに対応

〈連携の強み〉

7 ごうぎんPRESS8ごうぎんPRESS
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 山陰合同銀行） 

タイトル 経営統合によるスキー場運営事業の一体再生 

動機（経緯） 

・鳥取県大山町にある 4 つのスキー場（「豪円山」「上の原」「中の原」「大

山国際」）の運営統合による町の冬場の基幹産業の再生支援。 

・平成 19 年に「豪円山」と「上の原」の統合を実現し、その後平成 22 年

8 月に残る 2 つの運営統合も実現し今冬から運営を開始した。 

取組み内容 

・平成 19 年に、「上の原」の「豪円山」への営業譲渡による統合を行った。

・その際に「豪円山」を運営する第三セクターは増減資による実質民営化

を実行、当行は関連会社の運営する地域再生ファンドより増資部分を引

受、同時に既存債務 140 百万円のＤＤＳによる金融支援を実施した。 

・再生ファンドから派遣した取締役を窓口として、残る「中の原」（大山

町営）、「大山国際」（民間）との統合に向けた協議を継続しながら経営

効率化を促進した。 

・降雪不足によりスキー場全体が深刻な営業不振に陥ったことから、抜本

的な解決に向けての動きが強まり、「豪円山」及び「上の原」事業は会

社分割により分離、「大山国際」がスポンサーとなり子会社化を実現、「中

の原」は町が指定管理者として「大山国際」を指定することによる運営

委託が実現し、「大山国際」を中心とした運営一体化を実現した。 

・当行は、会社分割後の抜け殻会社の特別精算手続きの中で、債権放棄に

よる金融支援を行う予定である。 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・大山町の冬場の基幹産業の再生が実現できた。 

・運営オペレーションの効率化による収益性の維持向上が図られる。 

【当行にとっての成果】 

・地域再生への貢献による地元との信頼関係の強化。 

・スポンサー企業との取引拡大期待。 

・債権回収の極大化。 
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多様化する顧客ニーズへの対応

ゲレンデオペレーションの見直し

降雪不足に対応した新たな設備投資

ゲレンデへのアクセス改善

●「大山スキー場」は「大山隠岐国立公
園」内に立地する、西日本最大級の規
模を誇る老舗スキー場。
●90年代前半には40万人もの来場者に
恵まれたが、スキーブームが終息して
以降、急速に斜陽化が進み、現在では
来場者数15万人にまで低迷している。
●昭和45年以来、4つの異なる経営主体
による共同運営体制が続いていたが、
平成22年、大山国際による経営統合が
実現し、「だいせんホワイトリゾート」と
して再出発した。

事業譲渡

山陰合同銀行

ごうぎんキャピタル
（地域再生ファンド）

会社分割
経営統合

経営支援

全体統合大山スキー場の概要

第一次統合

指定管理者
業務委託

だいせんホワイトリゾート
（新会社：（株）だいせんリゾート）

株式引受
子会社化

大山国際

リフト×8本
ロッジ×1棟

日交グループ

中の原

リフト×4本
ロッジ×1棟

大山町営

上の原

リフト×5本
ロッジ×1棟

民間事業者

豪円山

リフト×4本
ロッジ×1棟

第3セクター

DDS

役員派遣
99%出資

金融支援

第3
セクター民営化
（増減資）

経営改善支援への取り組み

●鳥取県随一の観光エリアを形成する「大山隠
岐国立公園」周辺地域には、旅館・ペンション
等を含め数多くの観光関連施設が集積してお
り、大山町の基幹産業のひとつである観光業
を支えています。
●中でも「大山スキー場」は最大にして冬季唯
一の誘客装置であり、当地域の観光事業者に
とって、スキー事業は通年で最も大きな収益
機会を生む重要事業となっています。

●また、農業が盛んな大山町の農業従事者に
とって、スキー場は冬季の貴重な雇用の場で
もあります。
●しかし、時代の変遷に伴いスキー産業の斜陽
化が急速に進み、来場者数が激減したことか
ら、一部ゲレンデ事業者が破綻の危機に直面
しました。
●大山スキー場は4事業者の共同運営体制で
あったことから、この問題は大山スキー場全体
の危機へと発展しました。

●事態を重く見た鳥取県からの要請もあり、「ご
うぎん」は大山スキー場の実態調査を行うとと
もに再生支援策の検討を行い、その結果「大
山スキー場は複数事業者の混在という構造問
題を抱えており、売上減少トレンドへの自律的
な最適化対応ができない」「しかし、全体統合
を実現し、経営を一本化すれば再生の可能性
がある」という結論を導き出しました。
●そこで、ごうぎんキャピタルが運営する地域再
生ファンドを活用し、「豪円山」を運営する第3
セクターを増減資により実質的に民間企業に
転換した上で、その企業へ「上の原」を事業譲
渡することで事業存続させ、破綻の危機を回
避しました。
●同時に、ごうぎんは同企業に対してDDS（劣後
ローン化）による金融支援も行いました。
●その後、地域再生ファンドが中心となって「豪
円山＋上の原」への経営支援を行うとともに、
大山スキー場全体統合に向けての活動を開始
しました。

●第一次統合後、地域再生ファンドは、「豪円山＋
上の原」へ新たな経営者を派遣し、様々な経営
合理化の実施・夏シーズン営業対策・ノンコア
事業の切離し等の経営支援を実施しました。

●しかし、暖冬化の影響と思われる深刻な降雪
不足状態が続き、各事業者とも営業不振に陥
り、大山スキー場を取り巻く事業環境は一層
困難なものとなっていきました。

●そこで、抜本的な解決を図るべく、ごうぎん・大
山町（中の原）・日本交通（大山国際）の3者で協
議を重ねた結果、最終的に、大山国際による大
山スキー場の経営統合が実現しました。

●「だいせんホワイトリゾート」と名称も改定し、
体制一新して臨んだ統合初年度は、記録的な
豪雪に見舞われるというアクシデントにも関わ
らず、前年対比来場者数が15％アップし、黒字
化を果たすという順調なスタートをきりました。

新たな商品メニューの開発

不要ロッジを解体しゲレンデ造成

人工降雪機等の導入

駐車場問題の解決

大山スキー場を再生せよ！
地域再生ファンドの活用、行政・地元企業グループとの連携により4ゲレンデ統合を実現。

場内競合が作り出した様々
な過剰、「少雪⇒少客時代」へ
の対応を阻む構造的な問題

21本のリフトと4棟のロッジ

設
備

組
織
体
制

借
入
金

リフト間引き運行実施・不採算なロッジの閉鎖

降り積もった多額の借入金 スキー事業と過去の借入金を分離

非効率・不合理な人員配置 意識改革の断行・重複機能排除による効率化

• 4事業者が競って設備投資を行った結果、他のス
キー場と比較してリフト数が極端に多い。場内競
合の存在が、来場客数減少に対応したダウンサイ
ジングを阻んでいる。

• 全てのリフトを稼働させるのではなく、毎日の来場
客の状況に応じて稼働リフトを決定し、効率的な運
行を行う。

• 不採算ロッジを閉鎖。

• リフト等のスキー場設備は、安全運行管理上厳格
なメンテナンスが求められることから、設備維持に
多額のコストを要する。売上減少による収支悪化
も相俟って、過大な借入金を抱えることに。

• 「豪円山＋上の原」が抱えていた過去の過大な借
入金を、会社分割により切り離し、スキー事業に関
連する資産・負債のみを新会社へ承継させること
で、借入金負担を大幅に軽減。

• 過剰設備が過剰な人員配置を生む状態に。各ゲレ
ンデ毎にフルサービス機能を持つ等の非効率な面
に加え、4者間のリフト売上配分の為にリフト毎に
カウント要員を置く等の不合理な運営体制。

• 従業員間の行き過ぎた競合意識が足の引っ張り合
いを招く。

• 無為な競合意識を排し、スキー場全体の顧客満足
を追求する組織に。

• 過剰設備状態の是正、スキー場内で重複していた
機能の統一化等、組織体制を全面的に見直し、効
率的な人員配置を実現。

競合から融合へ
大山スキー場全体の
最適化を実現

スキーブームの終焉・・・
『大山スキー場』存続の危機

第一次統合
『豪円山』と『上の原』の統合

全体統合
『だいせんホワイトリゾート』誕生 今後の課題

　時代の流れと一言で片付けるのは易しいものの、多くの制約
下で厳しい経営を余儀なくされてきておりました大山スキー場の
再生策の根幹を成す事業統合が、ごうぎんキャピタル様を中心と
する多くの関係者の皆さま、運営を担っていただくこととなりまし
た日本交通グループ様のご理解とご尽力、そしてご英断により、
実質的な経営統合が図られ、シーズン一年目から
目に見える大きな成果を生むことができました
こと、地元町長として大変喜んでおります。
　スキー場を取り巻く環境はまだまだ大変厳
しい状況が続くものと思われます。こうした状
況を継続して乗り越え、地域の雇用確保、経済
活性化を図るべく懸命の努力を続けてお
られる関係各位に深甚なる敬意を送
りますとともに、大山町といたしま
しても可能な限りの支援をさせて
いただく所存にございます。

だいせんホワイトリゾート誕生に寄せて
大山町長　森

も り た

田 増
ますのり

範
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 中国銀行） 

タイトル ビジネスマッチングへの取組み 

動機（経緯） 
お取引先の販路拡大などの本業サポートの一環として、様々な形式・場

所・対象業種の商談会を開催し、ビジネスマッチングの場を提供。 

取組み内容 

・Win-Win2010（広島） 

食品・雑貨製造業を対象とした中国地方のバイヤーとの商談会 

・広域商談会（岡山） 

機械部品製造業を対象に、発注企業と受注企業のマッチング 

・中海圏域産業技術展示商談会（安来） 

中海圏域の機械金属製造業、食品製造業と、山陽・関西圏等の企業との

マッチング 

・地方銀行フードセレクション 2010（東京） 

地方銀行 32 行共催。「食」・「農」関連の企業を対象とした、全国に向け

た販路拡大の場を提供 

・日中ものづくり商談会＠上海（上海） 

機械部品製造業を対象とした発注企業と受注企業のマッチング 

・Japanese Food Trade Fair in Singapore 2010（シンガポール） 

食品製造業を対象として東南アジアに向けた販路拡大の場を提供 

成果（効果） 

【相手方にとっての成果】 

・新たな販売先や調達先の開拓による業績向上、知名度向上 

【当行にとっての成果】 

・販路拡大に伴う増加運転資金や設備資金融資 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 広島銀行） 

タイトル 「瀬戸内 海の道構想」（広島県）の構想策定支援の取組み 

動機（経緯） 

広島県知事が提唱した新産業創造「瀬戸内海の道構想」の実行するため、地域金

融機関の機能と民間の知恵を活用できる仕組みを作る必要があることから、計画段

階からの参画を申し出たもの 

取組み内容 

観光産業を柱とした新産業創造計画「瀬戸内 海の道構想」の策定 

（１） 市場調査 

（２） 産業構造調査 

（３） 新産業創造計画策定 

（４） ステークホルダーの合意形成 

（５） アクションプログラムの設定 

 

成果（効果） 広島県「瀬戸内 海の道構想」の策定 
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「瀬戸内　海の道構想」（広島県）の構想策定支援の取組み「瀬戸内　海の道構想」（広島県）の構想策定支援の取組み

当行のネットワークやソリューション提供を通じ、資金面のみならず多角的にサポート
広島県の新しい産業の育成に積極的に貢献

出資 人材紹介 ファイナンス 事業再生支援 Ｍ＆Ａ
ビジネス
マッチング

アドバイザリー等

経済波及効果1兆円を目指す 「瀬戸内」ブランドに沿った「地域資源」を形成

広島県は観光関連産業育成の施策として、「瀬戸内　海の道構想」を掲げてお
り、経済波及効果1兆円を目指しております。
当行はこれに伴い発生する、基盤（交通インフラ等）整備と付加価値（品質、
サービス）向上に対する支援を継続的に行います。

当行は地域で培ったネットワークを活かし、本構想が目指す「瀬戸内」ブラ
ンドに沿った「地域資産」に、地域社会と一体となり取組み、地域の活性化
に貢献します。

事
業
資
産

自
己
資
本

借
入

観光交流サービス事業

地
域
資
産

広
義
の
資
産

事業者が自らの戦略を実行する
○宿泊業、飲食業
○物販業
○その他サービス業

地域が一体となって、「ブランド構築」に
取り組み「地域資産」を充実させる

○景観体験
○芸術文化体験

○食文化体験

ブランドの軸に沿った資源の充実

ブランドの軸に沿った資源の発信

ブランドの軸に沿った事業の展開

・基礎的インフラ整備、広域的な連携
・実証事業による資源発掘継続
・個別事業でのブランド価値統一

・パブリシティ活用
・瀬戸内イメージ戦略の徹底

・設備、サービス等の再構築
・マーケティングの再構築

観光関連消費

観光関連消費

波及効果

対全国シェア向上

国内観光消費の成長

広島県における観光消費額の波及効果は、概ね1.6倍であることから県内への波及効果は約
1兆円となる
（約5,900億円×1.6＝9,500億円）

広島県内における観光旅行消費額　対全国シェア（2009年）
（県内観光消費額）／（国内旅行消費額）＝2,880億円／22.1兆円＝1.30％
これを人口シェア（287万人／1億2700万人）＝2.26％
と概ね同程度まで、引き上げるとすると22.1兆円×2.2％＝4,860億円

当行は地域金融機関として、広島県が掲げる新しい産業育成の施策「瀬戸内　海の道構想」に計画段階から参画し、実現に向けたインフラの整
備と観光関連事業者を支援してまいります。

当行は地域金融機関として、広島県が掲げる新しい産業育成の施策「瀬戸内　海の道構想」に計画段階から参画し、実現に向けたインフラの整
備と観光関連事業者を支援してまいります。

国内における観光旅行消費額
・観光立国推進基本計画
約24兆円（2005)を約30兆円（2010）に（実際は約22.1兆円（2009）と伸び悩み）

観光関連消費6千億円
○総観光客数
約55百万人（2009）
　⇒約85百万人

○一人当たり消費額
約52百円（2009）
⇒約69百円

観光交流促進の
基盤（インフラ）整備と
付加価値向上が不可欠

「瀬戸内　海の道構想」（広島県が掲げる、「瀬戸内海に点在する地域資源を磨き繋げることにより、エリア全体の魅力をアップさせ、観光産業をはじめとする地域産業の活性化に繋げていく」構想）

観光立国推進基本計画による国内平均と同水準の成長を達成すると、4,860億円
⇒約5,900億円に

約1兆円

5,900
億円4,860

億円2,880
億円

（2009年）
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 阿波銀行） 

タイトル 環境に配慮した『循環型農業』実現への貢献 

動機（経緯） 

農業分野の各生産者は、様々な課題に直面し、解決策を模索している。

当行のネットワークを活かして、それぞれの課題への解決策を提案し実現

させてきた結果、徳島県における有機農業の大きな循環の形成につながっ

ている。 

取組み内容 

各生産者が抱えていた課題 

＜畜産業者＞ 

①大規模養鶏の鶏糞を有効利用するため堆肥化設備を設置したが、醗酵堆

肥の販売先がない。 

②飼料専用の米（飼料米）に興味はあるが、JA 経由では稲作農家の採算が

悪すぎるため、将来、安定供給面でのリスクがある。 

③飼料米を自社保管するための保管庫がない。 

 

＜稲作農家＞ 

④主食用米の所得収入は年々減少しているため飼料米を作りたいが、販売

先を確保してからでなければ作付けできない。 

⑤有機栽培に用いることができる、良質かつ大量の有機肥料が入手できな

い。 

⑥有機栽培を標榜するために、規格を満たした苗が必要となる。 

⑦環境配慮米を栽培しても、高付加価値米として売り出すルートがない。

 

上記の当行取引先の課題解決に向けて、コミニュケーションを図りなが

ら対応した結果、「安全・安心」に配慮した有機農業ビジネスの大規模な

連鎖の形成へとつながった。 

成果（効果） 

上記課題に対する成果（丸数字は上記課題の番号に対応） 

・①⑤余剰となっていた年間 1,500ｔの鶏糞堆肥を、当行の紹介により有

機肥料（商品）として販売できるようになった。 

・②④稲作農家・畜産業者を結び付け、飼料米の栽培が軌道に乗った。稲

作農家としては主食用米を作るより好採算で、畜産業者にとっては従来

のトウモロコシの飼料よりも安く、両者に大きなメリットがあった。 

・③畜産業者が飼料米を保管するための保管庫を当行が紹介。 

・⑥日本初の有機苗の生産・販売が実現した。 

・⑦環境配慮米の販売で稲作農家と生協を直接結び、両者の利益を確保し

ながら消費者にも低価格で提供している。 

 

その他の成果 

・米の販売数量が減少する中、「ツルをよぶお米」は環境配慮米カテゴリ

ーで対前年比出荷伸び率１位となっている。参加稲作農家数は、当初の
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20 軒が 22 年度は 40 軒まで増加した。 

・食料自給率の向上・生態系の改善にも貢献している。 

・これらの課題解決の実現に伴い、2 億円以上の融資が発生し、売上代金

等も当行が入金口座となっている。 

※参考 

販売単価：鶏糞堆肥＠200 円/20 キロ 

販売単価：飼料米＠600 円/30 キロ  

販売単価：ﾄｳﾓﾛｺｼ飼料＠900 円～1,050 円/30 キロ（＠30～35 円/キロ） 

販売単価：主食用米＠4,500 円/30 キロ 

販売単価：環境配慮米＠5,500 円/30 キロ 

（消費者への販売単価＠10,080 円/30 キロ） 

 

環境配慮米の出荷状況：平成 20 年 3,000 袋（1 袋 30 キロ） 

                              ⇒平成 21 年  5,000 袋 

                               ⇒平成 22 年 10,000 袋    
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※　融資については、農業循環参加後の「新規」「復活」「メイン化」「循環関連の設備資金」のみを記載

循環型農業構築の
当行支援状況

㈱W
（地元最有力スーパー）

生
活
協
同
組
合
Y

農事組合法人A
㈱B

㈱X
及びグループ

（農業生産法人）
U 氏

【有機農業の権威】

㈱S
（地鶏生産加工）

㈱C

D(有)

P農園
（倉庫業を兼業）

農事組合法人Q

(有)N
（苗生産業者）

㈱G

㈱R

㈱Z
(仲卸)

㈱F

当行より運転資金融資

当行より生産設備の融資

土壌改良材肥料

有機苗（日本初）

有機肥料

当行紹介

当行紹介

有機肥料

飼料米

当行紹介

資料米

有機肥料
当行紹介

有機米

当行紹介

有機米

栽培指導

コ
メ
生
産
者

栽培指導

当行より協調生産者紹介

P農園

当行紹介

肥料改良指導

K
高
校

ク
ラ
ブ
活
動
L

販路支援
安全安心認証

アイス原料

当行紹介

当行より
運転資金融資

当行紹介

当行紹介

当行より
運転資金融資

活動に助成金

有機葉もの野菜

有機米

当行紹介

飼料米

㈱H

㈱I

J

製
菓
業
者

当行紹介

NPO法人 T
(有機農業普及)

当行より運転資金融資

栽培指導

㈱O

M農協

人参加工

規格外人参

当行紹介

とくしまマルシェに参加

E協同組合等
（しいたけ生産農家の組合）

当行より生産設備の融資

シイタケの廃菌床

醤油絞り粕 卵かけご飯
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 阿波銀行） 

タイトル とくしまマルシェ 

動機（経緯） 

徳島は、野菜や果実・花・畜産物など品質の優れた多種多様な農産物を

生産しており、京阪神など大消費地への重要な供給基地として、農業ビジ

ネスのさらなる飛躍へのポテンシャルが非常に高い地域である。 

「とくしまマルシェ」（マルシェはフランス語で市場）は、農業ビジネ

スの活性化に加え、県外客の来場による観光の活性化、中心市街地の活性

化、という一石三鳥の効果を狙っている。 

取組み内容 

平成 21 年 5 月、当行が全額出資しているシンクタンク「公益財団法人

徳島経済研究所」が農業法人等の農業関係者、徳島県、徳島市、金融、流

通業界などのメンバーによる「農業ビジネス活性化研究会」を立ち上げ、

平成 22 年 6 月、「徳島県の農業ビジネス活性化構想」を発表した。この構

想の一部を具体化したのが「とくしまマルシェ」である。 

「とくしまマルシェ」は、徳島県産のこだわりの農産物やそれらの加工

品を厳選して集め、徳島市中心部の川沿いにある新町川ボードウォーク

で、ヨーロッパの朝市のようなお洒落で楽しい雰囲気の中、毎月最終日曜

日に生産者が消費者に直接販売している。なお、出店者の選定にあたって

は、当行の農業サポートチームから、特徴的な産品の生産者に関する情報

提供をしており、銀行との取引→とくしまマルシェへの出店→ビジネスマ

ッチング等の新たな農業ビジネスの創出といった活性化の一連の流れも

創出されている。 

毎回の目玉企画のほか、音楽の生演奏、野菜ソムリエのトークショー、

近隣レストランとの連携など様々な内容が盛り込まれ、ブログ・ツイッタ

ー、Ustream による動画生中継など、ＩＴをフル活用した情報発信を行っ

ている。 

成果（効果） 

平成 22 年 12 月の第 1 回以降、毎回開催日には平均 12 千人の来場者で

賑わっている。既に、県外からの各種視察や、「とくしまマルシェ」を目

的とする観光ツアーが実施されているほか、隣接するエリアで中心商店街

のアーケードや公園でも「とくしまマルシェ」に合わせてイベントが開か

れるなど、様々な波及効果が生まれている。また、7 月には新宿の京王百

貨店において「とくしまマルシェ」を開催するなど、「とくしまマルシェ」

ブランドは広がりを見せている。 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 百十四銀行） 

タイトル 産学官金連携による地域社会への提言 

動機（経緯） 

・少子高齢化時代の到来を機に、地方がどうあるべきかを考えた時に域際

収支の拡大に焦点をあてることが、経済規模の維持に大きく貢献できる

のではないかとの問題提起から、行員による大学での事例研究をスター

トさせた。 

取組み内容 

・香川大学に行員を一名派遣し、四国の代表的な観光資源である金刀比羅

宮を活かした参道周辺地域の観光まちづくりに関する研究を実施。 

・研究成果を、琴平町長宛にプレゼンテーションおよび琴平町青年会議所

宛にセミナーを開催。また、販促セミナーも併せて開催し、当行行員が

講師をつとめた。 

成果（効果） 

・観光まちづくりについては、長期的な視点に立つ必要もあり、大きな効

果は生まれていないが、セミナー受講者には問題意識が少しずつ芽生え

てきている。 
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香川県の代表的な地域資源（金刀比羅宮等）を活かした観光まちづくりに関する提言を
させていただいています。

四国経済産業局

四国運輸局

百十四銀行

地域コンサルティング グ
ループ

琴平町

琴平町商工会議所 香川大学産 学

官 金

行員を派遣
事例研究

情報収集

官民連携に
よるまちづ
くり推進

研究成果を提言

セミナー開催

コンサルティング
機能を発揮した継
続的な支援

人口減少社会・少子高齢化社会における香川県の経済規模の維持策のひとつを提言

中長期的な視点で香川県経済の活性化をめざす！

百十四銀行
産学官金連携による地域社会への提言

（1）

（2）

（3）

（4）

地域の面的再生への参画
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名  伊予銀行） 

タイトル 「ものづくり企業支援体制」の構築 

動機（経緯） 

愛媛県内の産業界は、松山地域の大手・中堅メーカー、今治地域の造船関

連産業、新居浜・西条地域の鉄工精密機器関連企業等、東予地域を中心とし

て多数の「ものづくり企業」が集積している。 

当行では、愛媛県内のものづくり企業の優れた技術力に関する情報の収

集・公開や、大型展示会等への出展、大手企業・研究機関とのマッチング

等を積極的に行うことにより、地域ものづくり産業の活性化のためのサポ

ートを行うこととした。 

取組み内容 

○大手企業が求める技術等を地元企業へ紹介することを目的とした、オー

プンイノベーションセミナー＆個別商談会を実施。 

○セミナー及び商談会等の開催により順次民間企業へ移転可能な技術を紹

介することで「ものづくり」関連企業向けのビジネスマッチングを実施。

成果（効果） 

○財団法人日本宇宙フォーラムと地銀 4 行(伊予、横浜、広島、山陰合同)

にて「包括的連携協力協定」を締結。（22 年 7 月） 

○地域支援機関（愛媛大学等 16 機関）向けに、日本宇宙フォーラムとの

連携に関する説明会を実施し、ものづくり支援のネットワークを構築。

（22 年 10 月） 

○「大阪ガスオープンイノベーションセミナー＆個別商談会」を開催。 

大阪ガスが求める技術等を地元企業に紹介。（31 社 45 名参加し、個別商

談 11 社）（23 年 1 月） 

○「ものづくり関連技術に関するセミナー＆個別商談会」を開催。 

（財）日本宇宙フォーラム、（独）物質・材料研究機構によるセミナー開

催。（75 社 120 名参加し、個別相談 8 社）（23 年 1 月） 
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事章式余社伊予鱗行愛機嫌総出帯雨綴織1l![1誉総守�  79D-8514廷し(089)9411141目� 
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医還!I:f;rJ1!!JII;f帰主君時 l~jl処置同署i_益:;J;f.，2f:マ頻泌:;J'~1.‘d罷

鹿沼!寝酒'f 習;]寝室田層調躍盟盟櫨置麗畢盟置田町開lJJi
平成� 22o!f10}J4時

事番町記者クラブ各後� No. 10-145 

線式会役伊予鮒T

申宙事識に関するものづくり脅サポートします� i

耐震本宇宙フォサムや支繍割措揮して約トワ→構ト

株式会社伊守場前(綴敬 語長罰喜善治)は、独立行事家法人宇宙最先滋務究開発機構(JA X

A)が保有する特普撃の疑問移転や、!測機構との泌総務究総発のす� yチングをi麗じて、地壌

のψ小企業の惨事訟に対するものづく号の支援をff'っていき家す。

その一環』として、治壌の災後繍闘に対する競演会を下視のとお型実施し、際係機認のお

カ添えをいたまさいて、ものづく事支畿のネ':';1トヲー?:t構築したいと考えており設す.

なお、言語ff'1ま平成� 22o!f7}l14罰iと障害図法人鈴本学樹フォ一歩ム(JAXAのE車問支� 
を締結していますむj与に測する協議主調書3速撲協r!:: 援療体)

言a

1.問機務鯵:平成 22o!f1 0}l5日(火)� 13:30-15:30 

2.開俄揚所:9'予鮒?本腐南約書書2需産セミナ}ルーム� 

3.式次第:開会� (13:30) 

開会銭拶� (13:30-13:35)

{抹〉伊予銀行常務激締役大塚岩男

対怒法人脚本宇宙ブオ� 汐ム挨拶� (13:35-13:40)F

(財}揖本宇宙フオ山:;;ム常務理軍事北原蕊綴織

連勝者証書毒説明(13:40-14: 30) 

{対1日本学苦言ブオ}ラム会部議長小林功典議

質疑応答� (14:30-15:25)

隣会議拶� (15:25-15:30)

(株)伊予銀行法人鴬鋭部長綴綴純ニ

員閉会� (15:30) 

4.覇防E機漢:々治潟域地揚滋幾災豊臣センヂ} 後媛県綬務労働害事

幾緩9農産業技術府究所 えひあ滋灘銀興財団

猿緩望書重軽:ζ会逃合会 愛媛敗中話喰業盟休中央会

愛媛太電量 大洲商ヱ会議茨

産幾技術総合研究務総関センタ} 若宮条産業情報文書監センタ}

霊g~護軍基済産業局 間E喜重量業・技術銀漢セシタ…

滞在予選華業創途センター 新居浜五二3臨海等専門学校

発明協会愛媛糸支部 松山商工会議所

(敏;称務3i十音順) 

2幹事争に濁するお問い合わせは下昔日設でお騒いし禄す。

法人営議官事(担当� :JUヨド} 温:口語ト告41…1141 

N'EWSRE，総4SEι

株式会総伊予銀持愛媛県松山殿総意量生豊町� 1畿地守790-8514TEL{O鰯悦ト1141 
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厳援櫨盛雄軸型盟関璽聾覇瞬

平成� 23<lf11J'!2 8 a 

事番町杷者クラブ会佼 No 11-011骨� 

絞殺会社伊予鰍守

も的づくり口鶴する1!.::ミナーを関鑑い?としましわ
~セミナーを滋じて地3子企撲の滋菜室力、技術力向上告望書カiこすポ…ト~

株式会社伊予鮒T(!頭取 灘僚警告訴き}では、下番告のどおり「ものづく容に話題するセミナ-Jを

満徹いたし決したので、お知らせしますa

議行i主、地元企業の皆ð ':l;の猪演に実殺すると ~i団地域金融機関の倹命であると考え、今後も
ど:::J;事丸マッチング幾着陸に積極的に取軽量息んで設いります。

言芭� 

1.r火器正:JJス オ}プンイノベ}ションセミナ…&線別商談会』

セミナ』では大量五ガスの求めているニーズが公務され、参加� dれた企業はビジネスチャシ

郊とま思えて勲心に祭器障害れましたe 今後は蓄量加された金書陸と火事~:JJスの織で、ピジネスマァ

チングをサポートしてまいりますa

攻隊 内容

範幸量

間的

内容

参加者

平成� 23益事� 1Jl13 日併~)

オ…ブンイノベ}シ線ンの潟金書とビジネスチャンスの華麗社i

セミナ』および緩Jl11縫際会

セミナー:31後� 454員個別商談� :11稔� 

2. rものづくり襲漣技術に隠するセミナー&級協線級会j

i!:ミナ』では I'Dj<:~世代理提ずる研究機闘が係下守する特許や技術者事について君主携が行われ注し

まとe 今後は憶係者農語障と協カして、語~;I謂 tsれた企業への特務や技術省事の移転や、益事問研究の書毒
素舎をサポートしてまい哲ます，

宅質問 内容� 
殺事藍 1fl~23 ~ね./l æß(柑

資的 (財)日本宇宙フォーラム{以下、 JS F)、{滋〉物質・材料研究機構
(以下、 NI磁器}が保有する特許安利用したビジネスチャンスの重苦滋

内容

重量1離帯f 

セミナ}および綴慾j綴談会

!セミナー 75後� 1204!. 翻� l慨� JS吋� …12社

i議坐 当行および� JSF 

以上

3判中についてのご機会は下記までお敏いいたします@

広報文化塗 {担岩国:厳守宇) TEL (織的事41-11釘
法人営業害事 {惣担当:山本、 III草場} 惚� L(告書9)941-1141 

NEWSRELEASE 

株式会社伊予鍛行愛媛孫総Wr野手高指摘冨rl事制約9Q-BS14TE以:089)941-1141 
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「地域密着型金融」に関する取組み事例（22 年４月～23 年３月） 

             （銀行名 四国銀行） 

タイトル 「高知県産業振興計画」との包括協定に基づく取組み 

動機（経緯） 

・ 当行では、県外に多数の店舗を有する当行の強みを活かし、情報力、

ビジネスマッチングやコンサルティングﾞ機能を活用して、地域経済へ

の貢献を行ってきた。 

・ 平成 22 年 3 月には高知県と産業振興に関する包括協定を締結し、行政

と一体となって地域経済の活性化に取り組んでいる。具体的な事例と

して下記の事案がある。 

取組み内容 

・ 高知県内の有力企業Ａ社が事業の選択と集中の為、海洋深層水事業か

ら撤退を検討。「室戸海洋深層水」は関連を含め 120 億円を超える売上

げがある上、多くの加工食品にも使用されている。有力企業撤退によ

るブランドイメージ低下は、「食」を切り口に産業育成を図る高知県経

済への影響が大きく、高知県と連携し、Ｍ＆Ａによる事業の承継をサ

ポートした。 

・ 当行はＭ＆Ａ業務の提携先と連携の上、引受企業Ｂ社の発掘、交渉を

行った。高知県へ初めての進出となるＢ社に対しても、新会社設立の

諸手続き、不動産情報提供等のサポートを行った。 

・ 「産業振興にかかる包括協定」により、高知県から海洋深層水事業に

関するＢ社の許認可、各種法律への対応等、行政面のサポートを得ら

れ、円滑なクロージングが実現できた。 

成果（効果） 

・ Ａ社はノンコア事業の切り離しにより、主力事業に注力できる態勢整

備ができた。 

・ Ｂ社は飲料水ボトリング事業という、新事業進出に繋がった。 

・ 地域ブランドのイメージ低下を防ぎ、新規企業の参入により、新たな

マーケット開拓の可能性を創出できた他、雇用維持にも貢献できた。
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